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■講演 

座長 

名古屋大学大学院工学研究科附属プラズマナノ工学研究センター 特任教授 

 関根 誠 

 

皆さん、こんにちは。本日は「ISPlasma2013 産学官連携セッション」にご来場

いただきまして、誠にありがとうございます。私はこのセッションの前半の司会を

務めます、名古屋大学の関根と申します。よろしくお願いいたします。 

本日はこの産学官連携セッションにおきまして、「名古屋からイノベーションを考

える ～グローバルイノベーション拠点形成に向けて～」という日本語タイトル、

および「How We fire up the Innovation Engine? ‐Towards the Establishment of 

Global Innovation Cluster‐」というタイトルで、イノベーションをいかに生み出

すか、またその拠点をどうつくるべきか、そしてそれらの成果をどのように産業に

つなげていけばよいのかということについて、現状と方向性をご講演、パネルディ

スカッションでご議論いただきたいと思います。 

本日は、イノベーションのご研究、あるいは実際に拠点形成、産業化に携わって

いる著名な先生方をお招きして、前半で基調講演を 4 件いただき、後半でパネルデ

ィスカッションをしていただく運びとなっております。 

それではさっそくですが、最初のご講演から紹介したいと思います。 
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Management of technology for forming a global 
innovation base and developing human resources 

 

東京工業大学大学院 イノベーションマネジメント研究科  

教授 藤村 修三 

 

関根座長： 最初は、東京工業大学大学院イ

ノベーションマネジメント研究科 教授の藤

村修三先生に「Management of technology 

for forming a global innovation base and 

developing human resources」というタイト

ルでご講演いただく。 

 

■講演 

私はイノベーション論を専門にしているが、

その観点から、この後のパネルディスカッシ

ョンも踏まえて、我々がこの課題に対して考

えなくてはならない二つの点について紹介し

たい。 

 

●イノベーションとは何か 

一つは、元々イノベーションとは何かとい

う定義である。これについて、公正取引委員

会の委員をされている後藤先生は著書の中で、

「イノベーションとは経済的成功を伴う改革

行為」という表現している。もちろん、最終

的に経済的な成功をするかどうかは結果なの

で事前にはわからない。そういう意味では、

イノベーションとは極めて事後的な言葉であ

る。ことが起こる前に考えられるのは、ある

意味では確率になる。したがって、イノベー

ションの拠点ということになると、ある種の

改革が起こり、それが社会的成功も含めた経

済的成功にどのように結び付くのか、あるい

は、どのように成功に結びつく過程を効率よ

くするのかということが課題になる。 

したがって、イノベーションは大きく分け

ると二つのステージになる。一つはMaking 

“Change”で、要するに技術的な意味での

発明、社会制度の発明もあるが、どのように

変化を起こすのかということである。

 

第 2 点目は、その起こった変化や発明をど

のように社会的な価値、あるいは経済的な価

値に結び付けるのか、この二つの段階がある。

日本では第1ステージがクローズアップされ

がちだが、実はこれがなければ最終的に社会

に成果が還元されない。現在、多くの雑誌や

テレビなどで、「日本は、技術はあるけれども、

いかにそれを利益に結び付けるか、そこが問

題である」という言い方をされるが、それは

こちら（第 2ステージ）に問題があるという

ことになる。 

では、この二つをどう考えればよいかとい

うことを、データで紹介したい。 

 

●1st Stage;  

Making a change for Technological  

Innovation: Invention & Knowledge  

creation 

＜Analogy and Creativity＞ 

イノベーションには多様化が必要だと言わ

れるが、それはどのようなものなのか。ドイ

ツのハンブルク工科大のグループが行った論
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文から、ヘルシュタット教授のところの成果

を見ていただいた後、我々のところで行った

調査結果をご紹介したい。

 

まず、ハンブルク工科大学のヘルシュタッ

ト教授のところのドクターの学生が行った研

究結果で「Journal of Product Innovation 

Management」という技術経営で注目されて

いる雑誌の 2010 のベストペーパーに選ばれ

た論文のデータをご覧いただきたい。 

これは、18の新たなプロダクト、製品を設

計した人にインタビューした結果をまとめた

もので、ここではAnalogy という概念を用い

ている。ここで言うのはクリエイティブの

Analogyだが、何か新しいものを作ろうとし

た時に、ある機能は過去の、あるいはどこか

にあった機能を応用できるのではないかとい

うように、知っている事例や自然界に存在す

るもの等、自分が知っているものからヒント

を得ることで、そのものは持って来られなく

ても、元のヒント、ある種の概念を持って来

ることをAnalogyという。 

ここではデザインが意匠設計と機能設計に

分かれていて、それぞれ過去の同じ製品群の

中からヒントを得たもの、別分野の製品から

ヒントを得たもの、自然界からヒントを得た

ものと、三つのグループに分けている。右に

行くほど周辺の状況が違うためにヒントを持

って来るのに飛躍がいるもので、これを

Analogyを持って来るトランスファーの距離

と言う。 

この 18 の新製品は多岐に渡っており、ス

テーショナリーグッズのマグネットから、何

億円もする半導体製造装置、あるいは巨大な

建設機械、介護用の椅子等、いろいろなプロ

ダクトがある。そのそれぞれについて、設計

者に、元のアイデア、ヒントになるアイデア

がどこにあったかということを聞いたわけだ

が、そうすると、意匠設計には同じ製品群の

過去のものがなく、機能設計では自然界のも

のが今回はたまたまなかったという結果が出

た。 

これに対して、次の図は、この新しい製品

がどのくらいインパクトがあったかというこ

とを聞いたもので、クライアントとはこのプ

ロダクトの発注主である。同じ会社であれば

企画部や上司、経営層になると思われる。デ

ザイン会社等の場合はクライアント等になる。 

ここで描いているのは、クライアント、あ

るいは市場がどのくらい驚いたか、新しいと

感じたかということを表したもので、白丸は

クライアントも市場も予想範囲だったもの、

縞模様は、クライアントはある種の驚きを持

ったが、市場はそれほど驚かず、従来の延長

と考えたもの、灰色は両者とも新しいと感じ

た、衝撃があったものを表している。

 

これを見ると、サンプル数は尐ないが、や

はりAnalogy の距離がある方、つまり他分野

や自然界からヒントを持ってきた方が市場に

インパクトがあるように思われる。つまり、

成功した、イノベーティブな商品と読みとれ

るので、こうした新しいものを作る時には、

他分野から背景の知識を持って来る工夫が必
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要だろうということを実証的に表した研究結

果となっている。 

これが本当かどうか、別の観点から見てみ

ると、立花隆氏は「背景にサイエンスがある」

と言われている。そこで、大学等も含めて、

サイエンスという知識も同じかどうかを調べ

てみた。

 

大事なことは、こうしたサイエンスの知識、

知恵がどうすれば効率よく生み出されるかと

いうことであり、そこに生み出す研究チーム

の多様化が効いているかどうかを表している。

Kalogerakis 氏のところの研究では、背景が

異なったものがあるとインパクトのあるもの

が出そうだという結果が出ていたので、同じ

ことが起こるかどうかを見ている。 

 

＜Research method＞

 

その関係を明らかにするために、目的が最

新鋭の科学的な知識を生み出す組織、そして、

充分な経済的なリソースがある、つまり経済

的な理由でアウトプットが制約されることは

あまり考えにくいので、こういう制約がない

組織、それから、成果がある程度計量的にわ

かるもの、その中に多様性がある程度わかっ

ている組織を対象に調査した。 

選んだのは政府のERATO という、日本政

府がかなりお金をかけたプログラムである。

その概要は下図のとおりである。

 

2009年の時点で77のプロジェクトが終了

し、21が継続中だったが、これを対象にここ

からサンプルを選んだ。

 

例えば、東京工業大学の成果で、細野先生

の新しい透明導電膜は、シャープの IGZOと

いうスマートフォンの液晶パネルに使われて

いる技術である。彼もノーベル賞候補と言わ

れている。それから、野依先生のノーベル賞

に関係した不斉合成等にも関係するプロジェ

クトが起きている。 

これらのプロジェクトの中から、16のプロ

ジェクトについてバックグラウンドが調査で

きる報告書が出ているので、この 16 のプロ

ジェクトを中心に調査を行った。 

バイオというのは基本的にバイオテクノロ

ジー関係、空欄は主に物理化学で、マテリア
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ルサイエンス的なものが多いプロジェクトを

選んでいる。

 

このように、非常に成果が出たリサーチプ

ロジェクトであり、外部発表も多く、特許も

多い。 

 

＜Result＞ 

これを見るために、我々は多様性指数とい

うものを考えた。一つは、メンバーにおける

外国人の比率、もう一つはメンバーにおける

企業の研究者の比率である。これはERATO

という基礎的な研究なので、この時は外国人

の企業の研究者はたまたまおらず、ダブルカ

ウントはなかった。この外国人比率と企業の

研究者比率を足したものが多様性指数であり、

この多様性指数がアウトプットにどれほど効

いているかということを見ている。

 

その結果、多様性指数と外部発表件数の関

係には、非常に強い相関が認められた。 

ERATO をご存知の方はおわかりだと思う

が、これは中心となる日本の研究者がいて、

そこに世界から若手研究者を集めているので、

まさに高校生駅伝の外国人ランナーのように、

その人が1人入ると全く結果が違ってしまう

ような大物はおらず、それが効いているとい

うわけではない。とにかく、多様性が上がる

と確かに件数は増えている。 

では、これを外国人比率と企業の人が入っ

ている割合に分けてみると、企業の人が入っ

ている割合は、見かけ上はあまり効いていな

い。どちらかというと外国人の研究者が入っ

ている割合がかなり効いているように見える。

 

外国人が入っているからには、やはり英語

の問題がある。つまり論文を英語で書くこと

が多く、日本人はそこが下手だということが

あるかもしれないので、発表が英語で行われ

たものと、国内向けに行われたものを比較し

た。その結果、確かに英語で行われる発表の

方が非常に高く、国内向けは相関としては低

いが、それでも外国人が入った方が効いてい

ることがわかる。

 

したがって、単に英語が上手いとか、英語

が簡単に書けるという問題ではなく、やはり

中身として発表に足るものが生まれているこ
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とがわかる。 

しかしそうは言っても、学会で発表した後

で論文にまとめ、最後に本、あるいは小説を

書く等、場合によっては同じ成果がダブルカ

ウント、トリプルカウントされているかもし

れないので、今度は純粋にオリジナルペーパ

ーだけで比較してみたが、それでもやはり全

体として外国人の比率が効いている。 

したがって、間違いなく研究チームに多様

な外国の方が来られるというのはどうも成果

が上がるようだということが言える。

 

また、先程、企業の研究者が入っている割

合は全体に対してほとんど効かないという分

析になっていたが、それについては、外国人

が多いチームでは企業の研究者の影響は尐な

いが、外国人の割合が低いところでは、やは

り残りの日本人の中で企業から来ている研究

者の多い方が成果が上がることがわかる。

 

したがって、最初、全体で見た時は、あま

り企業の研究者が入っていることは効いてい

ないように見えたが、実はそうではなくて、

外国人の研究者が入っている方が大きく寄与

したためにそう見えたわけであり、やはり、

企業から来ている研究者がいることは、全体

としてそれだけでも効くことがわかる。 

次に、分野による違いを調べてみた。

 

バイオテクノロジー系とマテリアルサイエ

ンス系で比較したところ、マテリアルサイエ

ンス系の方が依存度が大きいことがわかる。

 

そして、外国人の比率は、バイオ系ではむ

しろ効いていない。マテリアル系は効いてい

るし、企業もそうである。 

これに関してはまだ深く掘り下げて分析し

ていないが、我々が立てた仮設としては、バ

イオテクノロジーはマテリアルサイエンスに

比べて新しい学問であり、しかも扱われてい

るのは北米やヨーロッパ、東アジア等の比較

的進んだ国で、初めから国際化されているの

で、文化的な背景が効きにくいのだろと考え

られる。 

それに対して、材料科学のような分野はあ

る種伝統のある学問であり、それぞれその学

問ができた背景やそこでの産業の背景がある

ので、多様性指数がより顕著に効くのではな
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いかと考えている。 

＜Conclusion＞ 

この結果から、こうした化学の知識におい

ても、確かに多様性があることは効果があり、

それは人種的な意味、国別の意味だけではな

く、企業から研究者が入るような経験的な多

様性も確かに効くことがわかった。その効き

方は、分野によっては分野の依存性があるが、

全体としては、どういう意味であっても多様

性が効率を上げることがわかった。

 

これが第 1ステージであり、まず、多様性

は確かにものを生み出すところではよいと言

えると思う。 

 

●2nd Stage;  

Handling the “Change” to become  

a social value 

次に、第 2ステージについて考えたい。す

なわち、発明や新たな知識をいかに社会の富

に結び付けるか、価値に結び付けるかという

ことである。 

ここでは全世界を考えると難しいところが

あるので、ここは日本の状況を中心にお話さ

せていただきたいと思う。 

 

＜Research institute rankings in citations＞ 

次の指標を見ていただきたいが、まず、ト

ムソン・ロイターが出している有名なデータ

ベースであるWeb of Knowledgeの昨年 7月

時点での論文の被引用数のランキングと研究

機関別ランキングがある。この 10 年間での

被引用数のランキングは全部で 23 分野ある

が、ここでは工学的なところをお見せしたい。 

まず、ケミストリーの分野では、世界のト

ップ 100 に日本の 10 の研究機関が入ってい

る。名古屋大学も日本で 9番目、全体では 57

番目に入っている。私たちの東京工業大学は

世界で 30 番目だが、日本で 7 番目というこ

とで、これは日本がケミストリーの分野で非

常に研究力があることを示している。 

同じように、マテリアルサイエンス、材料

化学の分野も非常に強く、名古屋大学はこの

時点では 105位だが、ほぼ 100位以内に化学

と同様に 10の研究機関が入っている。 

一方対照的なのがコンピュータサイエンス

で、わずか二つしか入っていない。 

おわかりになると思うが、これは産業競争

力とそれほど無縁ではなさそうである。すな

わち、現在、日本は不況と言われているが、

高機能材料や高品質な材料と言われる分野は

非常に高い競争力を持っている。私が知って

いる範囲では、装置とは別に材料等では世界

の 90%以上のシェアを日本の企業が持って

いる製品がいくつもある。カーボン製品等も

そうだが、日本はこの分野では非常に強い。 

一方で、例えばパソコン、あるいはコンピ

ュータの基本オペレーションシステム、OS

の分野で、日本が大きく世界をコントロール

しているという話は聞かない。この分野はあ

まり強くないということである。

 

それは当たり前で、そういう最先端の知識

を利用した最先端の製品を作ろうと思うと、
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当然、最先端の研究成果が必要になる。逆に、

そういう高度な産業では最先端の知識をいか

に産業化するかという競争を行っていると言

っても過言ではない。そういう意味でこうい

った分野は強い。 

ところが、これとは対照的に、23分野のう

ちで100位以内に日本の研究機関が入ってい

ない分野が四つある。一つはアグリカルチャ

ーで、北海道大学が 105位に入っているので

100 位近辺に一つあると言えるが、他の 3分

野は100位近辺に日本の研究機関が一つも入

っていない。その一つは Psychiatry and 

Psychology、心理学の分野、もう一つはSocial 

Sciences、General、社会学で、もう一つは

Economics and Businessである。 

心理学については、昨年NHKで「コロン

ビア白熱教室」という番組が、コロンビア大

学ビジネススクールのシーナ・アイエンガー

教授という人の講義を放送していたが、彼女

の専門は応用心理学である。彼女の有名な成

果は、ジャムを 20種類並べると、人は寄っ

て来てもあまり買わないが、5種類にすると

手にとった上によく売れるという消費者心理

の実験である。彼女が出している論文の半数

はビジネスのマーケティングの雑誌に投稿さ

れているが、残り半分は応用心理学の分野で

発表されている。

 

また、Social Sciences、Generalでは最近

注目されているCSR、企業の社会的責任、あ

るいは企業倫理や技術者倫理等のもう一方側

面や、今クローズアップされている東京電力

の問題も含めて、社会倫理系の問題が扱われ

ている。 

この両分野において日本の研究機関は 100

位以内になく、東京大学が 322位と 275位と

いう、かなり離れたところに一応は入ってい

るという状況である。 

中でも一番悲惨なのが Economics and 

Business で、ここはノミネートされた 212

の研究機関の中に日本の研究機関が一つも入

っていない。すなわち、全学問 23 分野の中

で、日本の研究機関が一つもない分野がこれ

なのである。つまり、日本には技術の成果を

社会にどう活かせばよいかということを研究

している研究機関がないことがわかる。 

 

＜Citations ratio to the USA＞ 

これをもう尐し別の角度から見てみたい。

Scopus という論文のデータベースサイトに、

大学ランキング等にも使われるデータがある。

あらゆる分野で Scopus は国別の論文被引用

数のランキングを見ることができる。 

これによると、基本的にあらゆる分野でア

メリカが 1位であり、日本のアメリカに対す

る被引用数は、化学で約 30％、Electro 

chemistryはかなり高くて45％を超えている。 

国別で見ると、ほとんどの分野で日本は 2

位である。無機化学はドイツ等の下かもしれ

ないが、基本的に 2位か 3位である。

 

材料科学はさらに頑張っていて、ほとんど

40％ほどある。60％を超えるサーフェスもあ

る。したがって、国力の差等を考えると、こ
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の二つの分野は対等か、それ以上に頑張って

いると言えるし、確かに、この分野はアメリ

カに比べても対等な研究能力があると思う。

 

ところが、Businessを見てみると、ほとん

どが 1％前後で、2％を超えるのはMarketing

しかない。Marketingだけは世界でアメリカ、

イギリスに次ぐ 3位だが、それでも 10％程度

である。化学や材料科学の最も尐ないもので

も 30％程度あるのに、Business で一番多い

Marketingでもそれより尐ないわけであり、

他に至っては散々たるものである。ランキン

グもほとんどが 20位～30位である。

 

悲惨なことに、今、日本の会社がやられて

いる韓国や中国や台湾の企業と比較すると、

日本の論文の被引用数が東アジアの国々、つ

まり韓国、中国、台湾、シンガポール、香港

等と比べて 1 位になっているのは、実は

Marketingだけである。中国を上回っている

のは Marketing と Organization Behavior 

and Human Resourceだけである。中国は共

産国なので、共産国を Human Resource で

上回っていると言われてもあまり嬉しくない。

それほど酷いのである。 

さらに言うと、今の Business で中核的

と思われる Accounting、International 

Management、Management of Technology、

特にStrategyは東アジアの最下位である。

つまり、この 6 ヶ国の中で日本が国別では最

下位だということである。中でも悲惨なのは

Management Information Systemsで、これ

は香港と台湾のどちらかが5位でどちらかが

6位、シンガポールが 7位、韓国が 9位くら

いにあり、中国は 14位だったと思う。その

中で、日本は 27位か 29位で、一つ後ろがマ

レーシアとなっている。それほど日本はビジ

ネスのナレッジを国際基準で生み出していな

いと言える。国内で日本語の論文を書いてい

る方は多いが、それはドメスティックな中で

の仲間内の評価にしかならない。残念ながら、

国際的な評価はあまり得ていないことがわか

る。 

 

＜Research capability and industrial 

competitiveness＞ 

この要因は何なのか。化学や材料科学を見

ると、最初のデータでは、企業のコラボレー

トが多様化しているところは上手く研究が進

み、そうした研究力のある産業界は頑張って

いるように思われる。 

しかし、Businessはそうではない。研究の

能力も低ければ、産業競争力も今一つである。

そういう意味ではイノベーション力が弱いと

言えるが、この要因の一つとして考えられる

のが、企業内の研究者数である。 

政府が発表したデータによると、企業の中

で働く研究者は日本に約 54 万人おり、その

内のほぼ 90％以上が理学系と工学系である。

一方、Social ScienceだけではなくHumanity

も合わせた人文社会科学は 1.4％、トータル

で 7,000 人くらいしかいない。ただし、社会

科学は法学やそういうものも含むので、ビジ

ネス系だけに限れば 5,000人を割ると思われ



11 

 

る。つまり、日本の企業ではごく尐数の研究

者しかいないわけである。 

そうした人は、恐らくシンクタンクの研究

者やそういう人たちだと思われるので、彼ら

がしているのは産業動向や商品のトレンドの

ような研究、多くはMarketingである。した

がって、アメリカとは比べるべくもないが、

Marketingだけはまだ世界の3位にあるとい

うことと無縁ではないように思う。 

こうした企業の研究者は何をしているかと

いうと、工学系でこれほどいるけれども、先

程の論文のランキングでは企業の名前は出て

こなかったので、研究して論文を書くことが

主な仕事ではないことがわかる。しかし、い

くつかの研究者の文献もあるが、こうしたア

カデミックな知識をプラクティカルな知識に

置き換えて、実際の製品を作るためには、や

はり研究経験が必要である。つまり、大学、

あるいはそういうベーシックな知識を生み出

す機関と、実際の企業、社会的なプロダクト

を生み出す機関を結び付けるには、その両者

がわかる人が必要だと言えるわけであり、そ

ういう意味で、こういう企業に研究者がいる

ことは非常に重要である。

 

それから考えるとこの結果は明らかであり、

確かに工学系のところでは、大学やそうした

研究所で生み出されるアカデミックな知識を

企業に取り込むことができる。あるいは、企

業の最先端のビジネスで生まれる雑多な問題

から、本質的な問題を取り出して大学に良い

研究をするように還元することもできるし、

逆方向もできる。 

ところが、ビジネスの知識について、アカ

デミックなところと実際のビジネス・モデル

の開発を行うところを繋ぐ人がほとんどいな

い。したがって、win‐win とは全く逆方向

の結果が生まれていることが示唆される。 

 

＜How do we build the global innovation 

base?＞ 

以上から、私の問題提起として二つ挙げた

いと思う。 

一つは、こうしたイノベーションを考えた

時には二つの段階があり、そこにおいて、多

様化はかなり意味がある。これは人種や国別

等による多様化ではなく、職種のような多様

化もかなり効いてくる。 

しかし、後ろの第 2ステージは、実際上の

社会的富に転嫁するところの研究が、日本で

は上手く進んでいない。そして、その重要性

を産業界も気づいていない。したがって、第

2ステージは上手く回らず、拙い状況である。 

したがって、日本でグローバル拠点を形成

するためには、第 1ステージは何とかなると

思われるが、要は、第 2ステージをいかに第

1ステージと効率よく結びつく形で形成して

いくかが問題であると提言したい。

 

以上で、私のプレゼンテーションを終了さ

せていただく。 

 

■質疑応答 

関根座長： 非常にわかりやすく、データを
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基にお話しいただいた。分析においてもクリ

アに結果が出て、わかりやすい内容だったと

思うが、これに対して、質問、コメントがあ

れば会場の方から出していただきたい。 

 

Ｑ（会場）： 被引用数の中でマーケティン

グが一番多いという話があっが、正直なとこ

ろ、日本が一番弱いのがマーケティングであ

る。私は企業出身だが、我々の業界は特に弱

くて、非常に負けている業界である。 

マーケティングという分類の中に、本来は

MOT 等というと Technical Marketing でな

ければならないが、どのようなものが引用さ

れているのか。 

 

藤村： 数からすると 10 万くらいの膨大な

数になるので、あらゆるところから入ってい

るが、ここは基本的にマーケティングの雑誌

に載っている論文ということになる。したが

って、Technical Marketing等、いろいろな

マーケティングが入っている。 

いみじくも指摘されたが、詳しく言うと 2

段階ある。マーケティングが弱いのはその通

りだが、何故かというと、企業内研究者のほ

とんどが実業をしないシンクタンクのような

所にいるためである。 

例え話をすると、私のところにはいろいろ

な企業から企画部門の方が来られることが多

いが、メーカーの方に「貴社の研究部門の方

は、例えば、『Applied Physics』等の雑誌に

何が載っているかはご存知だろう。『Nature』

や『Science』『Physical Review』の中に何が

載っているかくらいは知っているだろう。だ

が、企画部門の方は、例えば『Academy of 

Management Review』等の専門雑誌を知っ

ているか」と雑誌名を挙げて聞くと、「見たこ

とも聞いたこともない」と言われる。知って

いるのは『日経ビジネス』くらいである。勉

強しようとしても、専門書を読むわけではな

く、本屋に平積みになっているビジネス書を

読むことが多い。 

これはどういうことかというと、例えば、

最先端の電池を開発しようとする時に、『日経

エレクトロニクス』を読んで開発しろという

人はいない。しかし、それに近いことをして

いるということである。 

つまり、現実には、マーケティングがあっ

ても切れていると思っている。 

 

関根座長： 他にご質問はないか。 

 

Ｑ（会場）： 多様性がいろいろな研究を活

性化するというのは、日本で非常に不足して

いるところなので興味深いデータだと思う。 

そこで、データでは、多様性が増えると発

表件数が 4～5 倍上がるという効果の大きさ

が示されているが、例えば、外国から非常に

アクティブな人がたくさん来ると、多様性が

増えると同時に、日本人に対してはあまり効

果がなくても、見かけ上は多様性が研究をア

クティブにするように見える。そういう意味

において、海外から来る人たちの研究をアク

ティベートするのにどのくらいの効果がある

のか。基本的に、グローバリーゼーションを

することが全体として効果が上がるというの

は、非常に価値があることだと思うし、そう

すべきだと思うが、ドメスティックな日本人

の研究者に多様性をすることがどれくらい効

果があって、外国人の研究者に対してはどの

ような効果があるのかという分析結果はない

のか。 

 

藤村： 詳しくは数値化していないが、「花

の高校駅伝 3 区の外人ランナー」の効果で、

1 人だけ凄い留学生がいると勝ってしまうと

いうことと同じである。これはERATOなの

で若手研究者が多いが、そこで外国人研究者

が中心に出しているかというと、これを担当

した学生によると、チェックした限りではす

ぐに分かる効果は見えていないとなっている。
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したがって、全体として上がっていると考え

てもよいのではないかと思う。 

 

Ｑ（会場）： 日本は経済大国と言われてい

るにも関わらず、マーケティングやビジネス

関係が弱いというのは納得がいかない。高度

成長やその前と今の状況を比べて、今はどの

ように変わっているのか、教えてほしい。 

 

藤村： 私は理系だが、東工大に来る前に一

時一橋大学にいたことがある。 

それで、一つは、伝統的に社会科学は輸入

学の側面が強いということと、社会的にも日

本の企業がそういうビジネスの方法において、

新しいものを作らなければならないという局

面に達したのが 90 年前後だと思う。それ以

降は不況になって、新しいビジネスやそうい

うものが生み出せていない。 

つまり、それまではあるパターンで展開す

ればよかったのだが、それは今、韓国や中国

がやっている。この状況は、日本がビジネス

に関して新しいものを生み出す必要性を感じ

ていなかったためだと思われるし、当然、社

会的ニーズがないところに良い経験が生まれ

るはずはない。 

同じように、日本では修士課程の学生も非

常に尐なく、修士課程の進学率が社会科学で

は 2％程度である。企業においても、修士課

程の学生は文系修士と言われ、給与体系が学

部卒新人と同じである。その間の効果を認め

ていないという社会背景があるので、ある意

味では当然である。 

つまり、規模としては大きかったが、ビジ

ネスのナレッジを生み出すような質がなかっ

たというのが、この結果を招いたものと思う。

これからは、これを変えない限り、日本はア

ジアのライバルに肩を並べるどころか、すぐ

に抜き去られるだろうと考えられる。 

 

関根座長： 以上で質疑応答を終わらせてい

ただく。それでは、藤村先生のご講演に感謝

して、次の講演に進みたいと思う。 
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Open innovation in nano-electronics through 
a global industrial partnership 

 

IMEC, Belgium 

Senior Vice President and CTO, Jo De Boeck 

 

関根座長： 2 番目の講演は、ベルギー、

IMEC の上級副社長 CTO を務められている

Jo De Boeck先生から「Open innovation in 

nano-electronics through a global industral 

partnership（グローバル産業パートナーシッ

プを通じたエレクトロニクス分野におけるオ

ープンイノベーション）」についてご講演いた

だく。 

  

■講演 

本日、我々が議論するトピックは、非常に

重要なイノベーションのトピックである。そ

こで、私のプレゼンテーションでは、我々が

IMECというベルギーの研究機関で成し遂げ

た成果を紹介し、84年から 30 年間に渡って

行われた国際的なコラボレーションの例と、

マイクロ・エレクトロニクスにおいてどのよ

うにイノベーションモデルがつくられ、現在

どのように機能しているかということを話し

たいと思う。 

 

●イノベーションモデルについて 

最近の 40 年近くは、非常に劇的な変化が

エレクトロニクスの分野、コンピュータサイ

エンスの分野、そしてその他の関連分野で起

きた。パンチカードを使ってプログラミング

していた時代からの進化は目覚ましく、それ

がビジネスに変化をもたらした。エレクトロ

ニクスのビジネスだけでなく、コンピューテ

ィングや社会との関わり、互いの関係のあり

方、またライフサイエンスや最近の社会的な

研究まで、すべてにエレクトロニクスが影響

を及ぼすようになっている。 

リサーチコミュニティだけでなく、社会に

対してもこのようなイノベーションを応用し、

そして、イノベーションが大きな変革をもた

らして、皆さんに価値のあるものにするのが

我々の使命だと考えている。 

また、産業界とのパートナーシップという、

今までにない機会が訪れており、企業もその

機会を求めている。したがって、本日はこの

ような高いコラボレーションの潜在的可能性

についてお話したいと思う。 

コラボレーションの持つ可能性については、

今まで様々な研究がなされてきたが、まず、

企業がどのような形でイノベーションをしよ

うとしているのか、そして、つながること、

コラボレートすることによって、どのように

イノベーションを加速できるのかということ

について、見ていきたいと思う。 

 

＜OLD INNOVATION MODEL＞ 

いわゆる昔のイノベーションモデルは、あ

る産業においてはまだ行われているが、例え

ば、エレクトロニクス産業関連では半導体産

業が、IMEC が一番知っている分野である。
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これが典型的なイノベーションのモデルで、

産業においては、まず、リサーチチームやリ

サーチの部門がある。事業部であることもあ

るが、それが会社でリサーチを行う。その段

階が過ぎると、開発グループに仕事を渡す。

そして、そこから生産や事業部に分かれて製

品の開発を行って生産に結びつける。 

リサーチと開発は R&D カンパニーの名前

が示すように、非常に近いものである。そし

て、レガシーを扱うものもあるが、一つの社

内で行うという閉ざされたモデルとなり、変

わらなかった。つまり、事業部であれ、企業

の中の一つの部門であれ、それは一つの会社

の中の組織だからである。 

キャプティブモデルという社内に閉ざされ

たモデルで、これは、一時期、業績を収めた

が、消えていくのも早かった。 

 

＜CAPTIVE MODEL FOR GENERIC R&D 

UNAFFORDABLE＞ 

そして、本日、話をするのはGENERIC 

R&D、つまり、より一般的なR&D である。

これはリサーチの関係だが、バリューチェー

ンの中にある様々なポジションに、ある企業

にとって、いろいろな使い方のできる有用な

ものということを指してGENERIC R&Dと

言っている。

 

これをすべて一つの組織、あるいは、社内

で行おうとすれば非常に高価になり、どの企

業でも、例えば半導体企業であっても、一つ

の会社内でこれを行うことはできないし、費

用対効果の悪い研究となる。したがって、こ

れを新しい形の働き方に変えていくことが必

要になった。 

つまり、典型的に、開発はすでに競争段階

に入っており、イノベーションの中にあるが、

それぞれの企業が差別化を図る段階にある。

つまり、この段階で競合他社と自分たちの製

品との差別化を図るのである。 

このリサーチと開発が今までは非常に近か

ったが、開発の段階に移ると、もう試行錯誤

は許されない。リードタイムも決められた中

で開発を終わらせて、生産に移らせなければ

ならない。したがって、開発が製造に近いの

が、セミコンダクターなどで起こってきたわ

けである。そして、企業独自の開発によって、

より早く他社より優れた製品を開発すること

が会社の使命となる。 

 

＜NEW INNOVATION MODEL＞ 

しかしながら、その基礎となる研究は、開

発から尐し距離を置いたところに位置付けら

れることになる。イノベーションのチェーン

の中で、リサーチは競争前の段階にあるもの

である。

 

この部門でも、例えばコンシューマ・エレ

クトロニクスの企業を考えると、ヘルスケア

やライフサイエンスに事業を広げている。そ

して、このような分野の基礎的な科学知識、

知見をすべて自らの中で開発しようとするの
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は、元々無理がある。したがって、このよう

な基礎的な知見は、基本的なリサーチの成果

を利用する方が理に適っている。 

そこで、我々のような、非常に早期の、シ

ーズ段階の研究から最終的な開発までの環境

を持っている組織を利用すると、それぞれの

会社は、自分の資源は製造とそれに近い開発

に集中して投資することができ、より有効な

働き方ができる。 

このイノベーションチェーン、あるいは、

バリューチェーンと言っても構わないが、例

えば、コストあるいは能力のシェアリング、

そして様々なアイデアを初期に共有すること

で、非常に効率が上がるし、どこかで失敗を

したとしても、物理的なプリンシプル、そし

てビジネスモデルから言っても、早い段階の

リサーチはまだ応用範囲が広いので、新材料

や新しい応用等、いろいろな再利用の方法が

ある。ビジネスモデルについても、ビジネス

モデルの変化が非常に早く、目にわかるよう

な形で生み出すことができる。 

これらの状況によって、オープンイノベー

ションという考え方、実践が生まれた。そし

て、このオープンイノベーションを IMECは

過去 20 年間に渡って行い、オープンイノベ

ーションのモデルをつくってきたのである。 

 

●IMECの概要について 

IMECに来られたことのない方もおられる

と思うので、ここで IMEC を紹介したいと思

う。また、我々が行っているR&Dの性格と、

何が成功のカギとなっているかということ、

そして、ここで行われている研究の成果が用

いられているところについても説明したいと

思う。 

 

＜IMECの概要＞ 

まず、ナノ・エレクトロニクスがカギとな

るので、我々はエレクトロニクス用の技術の

開発に努めている。そして、この技術を新し

いドメイン、新しい応用に提供している。 

フォーカスとしては、この研究機関の中に

様々な異なる専門家、タレントを集める。例

えば、どの研究所もいろいろなところにアク

セスを持っているが、バリューチェーン全体

のどの位置にもリーチすることができる。シ

ステムカンパニーから様々な素材のサプライ

ヤーズまでが、我々のリサーチチームの中に

存在し、このような混成部隊がリサーチに当

たる。

 

また、それだけでなく、例えば、大学と産

業界との間のギャップを橋渡ししている。学

術的な研究、あるいは、企業から来たレジデ

ントリサーチャーが一緒に働くことによって、

ギャップが起きる。また、地域的にも、欧米

とアジアは離れているし、市場へのアプロー

チの仕方もイノベーションのアプローチの仕

方も違っている。だからこそ、これらの異な

る地域の組織から、リサーチャーを国際的に

集めることによって、非常に新しい、あるい

は、国際的な研究の風土が生まれる。これも

我々の特徴の一つである。 

 

＜HISTORY＞ 

IMEC は、フランダースの政府によって設

立された。フランダースはベルギーの一つの

政府で、人口 600万人しかいない小さな地域

だが、1980年代初めにフランダース政府はイ

ノベーションをこの地域で活発にしようと考

え、初代所長として Overstraeten 先生をス
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タンフォードから招いた。当時、半導体は隆

盛を極めていたので、大学から人材を集め、

ヨーロッパ委員会から最初の資金を得て、半

導体の研究活動を始めた。そのため、初代の

研究者はほとんどが大学の教授だった。 

そして、エレクトロニクスにおける経済的な

活動に最初から関わり、第 1段階から地域を

超えた国際的なコラボレーションを視野にお

いて活動してきた。これは、我々の研究機関

の初期の重要な特徴である。 

 

 

＜MISSION＞ 

 IMEC のミッションは、ナノ・エレクト

ロニクスの分野に焦点を定めている。ナノ・

エレクトロニクスはライフサイエンス、エネ

ルギー、省エネ、コミュニケーション、自動

車、交通制御等、すべての領域に関わる技術

となっている。したがって、基本的な研究は

最初から非常に広い分野の応用を頭に置いて、

様々な異なるパースペクティブを集めて行わ

れている。 

また、産業に実際に役立つソリューション

を生み出すことを念頭に置いている。もちろ

ん、すぐにマーケティングやビジネスになる

ことはないが、まずカスタマーの声を聞く、

そして、そのカスタマーのさらにカスタマー

になるエンドカスタマーの意見を聞く、ある

いは、ニーズを聞いて、それを研究のシーズ

にしている。 

したがって、市場が非常に重要なドライブ

になっている。ユーザーあるいはエンドユー

ザー、あるいは我々のパートナーのエンドユ

ーザーやカスタマーが何を求めているのかと

いうことから、我々の研究のポートフォリオ

やプログラムが定められるのである。そして、

また、様々な才能やインフラストラクチャー

をここに集約している。セミコンダクターの

研究を行って、実際に産業の役に立つように

しようとすれば、インフラストラクチャーに

多大な投資が必要になるからである。

 

 

＜FACTS & FIGURES＞ 

現在、約 2,000 人が働いており、3 億ユー

ロの予算を与えられている。特許の数も非常

に多い。2,000人のうち 600 人が企業から派

遣されている駐在研究者である。大学、ある

いは PhD の学生が約 250 人おり、リサーチ

プログラムには大学院博士課程の研究者が非

常に多く参加している。 

 

●STATE-OF-THE-ART RESEARCH  

FACILITIES 

IMECの現在の本部のエリアはキャンパス

とも呼べるもので、メインビルディングの中

に、セミコンダクター技術の研究施設が収ま

っている。 

産業で使われるシリコンウェハのラインが

設置されているが、その産業の標準に従った

施設になっている。200mm のウェハのライ

ン、300mm のライン、そして、現在は新し

く 450mm用のクリーンルームをつくろうと
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している。このクリーンルームで技術開発を

行うが、プラズマ技術もその中に含まれる。

次世代の半導体のための技術開発である。 

それに隣接して、同じような技術で、例え

ばソーラーセルやシリコンソーラーセル、薄

膜、有機物質を使ったソーラーセルなどを作

る研究所がある。MEMS やセンサ、イメー

ジャーなどをこれらのクリーンルームで作っ

ている。また、新しいツールをライフサイエ

ンス用に開発しており、ヘルスケア、医療へ

の応用を考えている。

 

様々なリサーチャー、例えば、化学、エレ

クトリカルエンジニア、物理、医学者、バイ

オ、バイオフィジックス等、様々な分野の研

究者が集まっている。 

 

＜RESEARCH PROGRAMS FOR FULL 

ECO SYSTEM＞ 

製品について、我々のリサーチプログラム

には二つの分野がある。

 

下段は技術的なプラットフォームで基礎研

究を含んでいる。新しいトランジスタや、新

しい集積回路などがここにある。我々はこれ

をCMORE と呼んでいるが、トランジスタで

使われる CMOS 技術など、さらに応用の幅

を広げたもので、センサやフォトニクス、

MEMS 等が含まれる。また有機的なエレク

トロニクス、あるいは、オキサイド・セミコ

ンダクター、フレキシブルな CATIA なども

作っている。これらの技術が下段であり、新

しいツールや新しい素材をここで作る。そし

て、これらがアプリケーション、応用のプラ

ットフォームになるのである。 

上段は、すでに製品化されたものだが、こ

れらが応用になる。例えば、通信、ライフサ

イエンス、あるいは、ヒューマン・デバイス

の分野等があり、ライフサイエンスや医療で

使われる製品を作っている。また、自動車な

どではセンサシステム、エネルギーではソー

ラーセル等、エネルギーの再生に使われるデ

バイスも作っている。 

 

＜CMOSプログラム＞ 

この裏にあるモデルは後で触れたいと思う

が、その前に、CMOSプログラムに尐し触れ

ておきたい。

 

CMOSモデルは、オープンイノベーション

のモデルの基礎となったコアの部分である。 

IC の生産とそのアプリケーションはバリュ

ーチェーンがあるが、このバリューチェーン
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は過去 10 年で目覚しく変わった。装置や材

料、ソフトウェアのサプライヤーが食物連鎖

の一番下の層にあり、新しいツール、新しい

装置、新しい材料などを用意する。 

そして、企業が IC を作る場合、ファウン

ドリや、製造を自ら行う技術もあるが、先進

的な技術でチップを作っているところを使っ

て今はファブレスになっている。自分自身の

技術をインハウスで作ることを止めて、ファ

ウンドリに生産を任せ、IC チップの付加価値

の高い部分をデザインしている。このように

して、様々な電子部品のサプライヤーになる。 

 

＜300mm PILOT LINE＞ 

このような新しい成果を生むために、パイ

ロットラインをつくっている。産学官に役に

立つようなものであり、ウェハのスケールは

その業界が使っているものに従っている。

 

例えば、このようなカバーをつくる時は、

フローでツールが必要になる。リサーチファ

ブは 300mm 対応で、これらのツールには 10

億ドル以上を投資しており、非常に高価であ

る。企業にとってもこのようなリサーチファ

ブを持つことは高額なので、一緒にリサーチ

をすることになったわけである。このような

イノベーションを継続的に何十年にも渡って

続けるようにと考えられている。 

そして、そのような設備コストについては、

業界の中でエコシステムを使って、あるいは、

バリューチェーンと言っても構わないが、共

有することがオープンイノベーションのドラ

イバである。 

このようにコストを共有することは、同時

に、その成果も共有するということである。

このようなファシリティは、プリコンペティ

ティブが基本的なものである。 

これができた後にデモンストレーションを

行って、フルフローで実際に IC を作れるよ

うにするが、我々は、フルチップは作らない。

それは彼らが開発ファブの中で技術を使って

作ればよいわけである。そして、このような

技術をファブの中で学ばなければならない。 

これはバリューチェーンの話だが、サイン

アップした企業には、たくさんの素材、ある

いは、ツールのサプライヤーもいる。IBMや

メモリの会社、ファブレス、ファブライト、

システム会社も入っている。これらの会社は

すべてリサーチに参加している。 

 

●IMEC OPEN INNOVATION OFFERING 

＜Open innovation in nano-electronics 

through a global industrial partnership＞ 

オープンイノベーションのモデルは、典型

的にいろいろなエレメントがある。その中で、

ジョイント R&D、共同研究が一番重要であ

る。つまり、ここは成果を生み出すところだ

からである。 

このジョイントR&D の背後にあるものと

して、コストあるいは頭脳の共有、あるいは、

リスク、オプションのスクリーニング等も共
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有であると考えている。それによってコスト

効果が高く、加速化してR&Dができる。

 

このモデルでは知財を共有するが、パート

ナーとの契約は常に IMECから業界となっ

ているので、コンソーシアムという形では行

わない。バイラテラルで契約を結ぶのが一番

早い。カスタマーの方がパートナーシップを

望んでいるという 1 対 1の相対の形である。

IIAP というプログラムに入ってもらうが、具

体的なパートナーによっては、彼らのアプリ

ケーションに必要な技術をこの実証で見せる

ことができる。そうすると、1対 1で、オー

プンイノベーションモデルを超えた関係を結

ぶこともある。これはトータルバリューチェ

ーンを形成し、フレキシブルになりたいとい

うことを示している。 

これは先程お見せした我々のフットプリン

トであると同時に、成功するためのエネブラ

でもある。 

先程の（藤村先生）のプレゼンテーション

でも話があったが、国籍は多様であり、70の

国の人たちが参加している。特に、メインコ

ンペティターは、その産業の強いところとい

うことで日本もあり、リサーチの中にもその

国の産業力が反映されている。

 

また、いろいろなところにオフィスや拠点

があり、ほとんどの地域において、パートナ

ーベースで研究をしている。ベルギーがヘッ

ドクォーターだが、オランダにもかなりの研

究拠点があるし、アジアにもある。産業界の
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パートナーと近いところで実際に活動してい

る。

 

 

＜BUDGET＞ 

IMEC の予算は 2通りある。 

一つは、継続的に助成金として政府から入

ってくるもので、フランダース政府やオラン

ダ政府等から安定した資金の供給がある。こ

れにより、最も進んだ、最もリスクの高いリ

サーチを行うことができる。つまり、産業界

ではできないような非常に初期の研究を行う

わけであり、それが将来のプログラムのバッ

クグラウンドの知財になる。 

しかし、その上にレバレッジ効果があると

思う。産業界がジョイントリサーチに入って

くることによって、お金がそこに入ってくる。

産業界からコンペティティブなプログラムに

対して入ってくる金額は、最初の頃は尐なく

て助成金の方が多かったが、しだいに産業界

からの分が増えている。そのため、産業界か

ら入ってくるキャッシュインが非常に重要な

ストリームとなりつつある。このレバレッジ

効果が、これから我々が活動していく上で非

常に重要である。企業がかなりお金を払って

いるということで、彼らはプロジェクトから

キャッシュをもらうのではなく、自分たちも

お金を出さなくてはならないということで、

頑張ってくれるわけである。 

 政府に対しても還元をしている。国際的な

エクセレンスを集めることができるかどうか

は、経済的なパブリックにとって非常に重要

であり、また、タレントへの投資がその地域

に来ることは、長期的なビジョンと地元への

インパクトになる。この三つは非常に重要な

Key Performance Indicator (KPI)である。 

これは地元政府から得た非常に重要なもの

であり、知識、頭脳、そしてまた投資がそこ

に入るということは、経済が安定すること、

地元の企業にとってメリットがあるというこ

とである。

 

 

●IMEC in JAPAN 

＜IMEC partnership with Japanese  

companies 2000 - 2012 ＞

 

実は、日本の企業には、リサーチプラット

フォームに魅力を感じてもらっており、過去

10年強のデータを見ると、かなり参加が増え

ていることがわかる。これはお金で示してい

るが、日本の企業の参加が、プログラムの中

に増えているのがおわかりいただけると思う。 
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パートナーの多様性も示されている。大半

がセミコン関係の企業で、ツールベンダーや

サプライヤーも入っているし、ファブとファ

ブライト、システムカンパニーも入っている。

さらに、他の製品としてLife-science and 

smart system、センサ等が入る。あるいは、

ユビキタスセンシングなども入るし、エネル

ギーのようなものも入っている。それがほぼ

1／4で、非常に多岐にわたる目標を持って参

加していることがわかると思う。

 

この 10 年で 70 の日本企業が入ってきた。

そして、過去 3 年で、パートナーシップとし

てキャッシュやツールを持ち込んでくれてい

る28の企業がある。フランダースは遠いが、

是非、来ていただいて、この分野に、リサー

チャーの人にもっと参加していただきたいと

思う。 

トレーディングからコンサルティング等、

基本的にいろいろな形で関与する方法がある。

1 対 1 のプロジェクトは、例えば、デモンス

トレーターを特定の会社に示すというような

方法である。 

 

＜COOPERATION WITH LOCAL 

COMPANIES/ACTORS＞ 

このような国際的なリサーチ機関が、多く

の地域の会社を魅了することは、フランダー

スにとって非常に重要である。ローカルな地

元経済にとっても非常にメリットが多い。

 

 

＜EXPANSION MODEL FOR LOCAL  

INDUSTRY : MICROELECTRONICS FOR 

BENEFIT OF OTHER SECTORS＞ 

我々はあくまでもウェハや、ウェハベース

の技術のナノ・エレクトロニクスに力を入れ

ているが、そうしながらも、そこからの派生

をいろいろなところに広げている。それは、

あまり外から見えないかも知れないが、例え

ば、テキスタイルやエレクトロニクスの統合、

その他にもいろいろとあり、薬や食品にさえ

も関係してくるのである。

 

 

■質疑応答 

関根座長： それでは、ご質問、ご意見等を

いただきたい。 

 

Ｑ（会場）： 10 年ほど前に企業から我々の

若い人材を IMECへ派遣した。目的は人材育

成だったが、大変にレベルが上がって帰って
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きたので、感謝している。 

さて、オープンイノベーションという言葉

は非常に良い言葉だが、最終的に多くの企業

が集まって win-win の状態をつくるために

は、オープンイノベーションだけではなく、

各企業がwinでなければならない。したがっ

て、マネジメントが一番大切なキーポイント

だと思うが、オープンな場合と個々の

win-winの関係をどのようにバランスさせる

のか、皆が幸せになるには、どのようなマネ

ジメントがよいのか、ポイントを教えていた

だきたい。 

 

De Boeck： 質問は、どのようにして価値を

それぞれの参加企業にもたらすことができる

のか、そして、オープンアーキテクチャを保

つことができるのかということだと思う。 

CMOS技術について、ウェハテクノロジー、

スケーリング、例えばトランジスタのスケー

リングを例にとると、そこには様々な基本的

なジェネリックな問題があり、それはすべて

の産業界が必要とするソリューションである。

そして、この部分はコストもかかるし、多く

の調べなければならないオプションがある。

スピードも非常に速く、次の世代に持ってい

くためのロードマップも決まっている。した

がって、イノベーションのプレッシャーが非

常にかかるが、この部分ではオープンイノベ

ーションが非常に上手く機能する。 

しかし、アプリケーションのフェーズに移

ると、よりオープンな形を保つのは難しくな

る。例えば、イメージャーというものをイノ

ベートしたいと考える、あるいは、ライフサ

イエンスのアプリケーションをつくろうとす

ると、その製品を市場に出す企業は、必ずし

も自分たちのビジョンや自分の IP （知的財

産）を他の企業とシェアしたいとは思わない。 

したがって、ウェハの技術からより応用に

近くなると、バランスをとるのが難しくなり、

オープンイノベーションを保つことが難しく

なる。それを上手くマネジメントするために

は理解が必要になる。 

そこで、我々が最初に行ったのはまずプロ

グラムを作って、その中でバリューチェーン

を理解することだった。そして、どの段階で

企業はコンペティターになるのか、つまり、

差別化を図るのかということを理解し、我々

のオープンイノベーションをその段階にたど

り着く一歩前までで止めて、ジェネリックな

ところまででオープンな枠組みを活用するよ

うにしてきた。 

 

Ｑ（会場）： 後ほど、パネルディスカッシ

ョンで質問したいが、最終的には、技術の問

題とヒューマンリレーションというか、パー

トナーシップ、マインドの問題のようなもの

が、マネジメントの中で大事な要素になると

思うので、その辺りのところをまた聞かせて

いただきたい。 

 

Ｑ（会場）： 私は IMEC と非常に関係が深

いが、まだ、尋ねたことのない質問がある。

つまり、一番重要なのは最初の出だしのとこ

ろで、1984年にフランダース地方がこのよう

なものをつくろうとしたわけだが、IMECの

組織形態は、日本で言えばNPO の形になる。

要するに「自分たちですべての方針を決める

ことができる」とCEOの方も明言されるが、

そういうことはフランダース政府の人が最初

に決めたのか。この点を私は今まで聞いてい

なかったし、最初のところが一番重要だと思

うので、お聞きしたい。 

 

De Boeck： 確かに、我々はリサーチポリシ

ーに関して、自分たちで決めることができる。

これは非常に重要なことであり、成功の大き

な要因だったと思っている。 

投資、それからドライブという点では、政

府が非常に重要な役割を果たしたと思うが、

実際にリサーチを決める、あるいは、最終の
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ゴールを決める場合は、企業、産業界、学界

の方がソリューションとしてよく知っている。

したがって、リサーチのプランニングは、我々

がリードできなければならないと思う。 

もちろん、コンソーシアム、リサーチは

IMEC が行うが、政府との関係はKPI に基づ

いている。すなわち、我々は合意し、5 年ご

とに継続的に再交渉して、KPIとして我々の

研究のアウトプットを見ている。要するに、

どのくらいの契約が取れたのかということで

ある。外部の会社、地元の会社、PhD の学生

の数、パテント、論文の発表数等、このよう

な数を出して、四半期に 2回ずつダッシュボ

ードに載せる。政府に対して説明しなければ

ならないので、このように、マネジメントは

成果を非常に重視している。 

しかし、最終的に我々は、業界にとって良

いものを出したいと考えているので、業界を

我々の方に組み込んで、6 ヶ月ごとに、ダイ

ナミックにリサーチカンファレンスをすべて

のパートナーと開く。そして、今行われてい

ること、何をすればよいかということを議論

して、リサーチの方向性を微調整していく。 

これはなかなか難しい。政府のプロジェク

トであれば、例えば、4 年という計画期間が

最初から決まっていて、それを達成しなけれ

ばならないが、我々はそうではなくて、「成功

のためにどうするか」ということを考えてい

るので、「成功のため」であれば計画を変える

こともある。 

そのようなダイナミックなやり方が、重要

な成功のカギであったと思っている。 

 

関根座長： それではここで終了させていた

だいて、次の講演に移りたいと思う。 
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Three types of breakthrough innovations 
for creating future industries 

 

同志社大学大学院 総合政策科学研究科  

技術・革新的経営研究専攻 教授 山口 栄一 

 

関根座長： それでは、3 番目のご講演とし

て、同志社大学大学院 総合政策科学研究科

技術・革新的経営研究専攻 教授の山口栄一

先生から「Three types of breakthrough 

innovations for creating future industries

（将来の産業をつくるための三つのブレイク

スルーイノベーションのタイプ）」というタイ

トルでご講演いただく。 

 

■講演 

私自身は元来物理学者だが、1998 年以

来、四つのハイテク会社をつくった。本日

は、その方法論も含めて、「Three types of 

breakthrough innovation for creating 

future industries」というタイトルでお話

ししたい。特に私がつくった二つ目のパウデ

ックという会社は、ガリウムナイトライドを

使ったパワーエレクトロニクス・デバイスを

作っており、その中の PSJ(Polarization 

super-junction)技術は2次元ホールを使った

もので非常に面白い。是非とも紹介したいが、

残念ながらそれはまた別の機会にお話したい

と思う。 

本日はブレイクスルーイノベーションの源

を分析することで、ブレイクスルーの統一理

論をお話ししたいと思う。 

 

●イノベーションとは何か 

イノベーションとは何かという話は藤村先

生がされたので簡単に説明するが、要するに

イノベーションは、経済価値ないし社会価値

を生み出すことを常時させるようなあらゆる

改革行為のことであり、もう尐し強い言い方

をすると、イノベーションは技術の対峙概念

である。したがって、科学・技術とイノベー

ションを混同して考えると大変な間違いを犯

す。 

それで、私はいつも三つの座標軸で描くこ

とにしている。

 

横軸のTechnology innovationは明らかで、

縦軸のManagement innovationもよく書く

が、これは経営イノベーションということで

ある。そして、3 番目の軸をいつも付けるこ

とにしているが、Aisthesis innovation と書

いている。実は、このような英語は存在しな

い。Aestheteという単語は存在するが、これ

は Aesthetic の名詞系で「美を追求する」と

いう意味である。そして、Aisthesisはギリシ

ャ語であり、日本語の「感性」という言葉に

非常に近い。クオリティオブライフや、非常

に心地よく、心に働き掛けるという意味であ

る。この軸は後で登場するので、記憶に留め

ておいていただきたい。イノベーションはこ

の 3軸の構成ベクトルで表現する。 
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＜New Concept: Innovation Diagram !!!＞ 

このテクノロジー・イノベーションについ

てもう尐し分析したい。テクノロジー・イノ

ベーションを二つの軸と直交する軸に分担し

て書いておく。横軸は研究であり、知恵を創

造する。つまり、知恵を創造するという人間

の行為を横軸に書いておく。縦軸は価値の創

造、要するに開発である。最近では、ディベ

ロップメントの時代は終わって、マニュファ

クチャリング、プロダクト、R&P、リサーチ

&プロダクトの時代に入ってしまったと言わ

れるので、これはプロダクトと書き変えても

よいくらいである。

 

いずれにしても、このように分解して書く

と、「知識や知恵は価値を持っていないのか」

という議論が出てくるが、これはかなり深い

哲学的な議論であり、ここでは大雑把に言っ

て「価値を持っていない」とする。知恵は価

値を持っていない、つまり、売り買いができ

ないということになる。そう考えると、非常

にシンプルで、他のベクトルは紙の裏から表

に出るベクトルで書いておく。 

既存の知識から出発すると、私たちは二つ

の知的営みを営むことになる。一つは上にい

くこと、つまり、テクノロジーを作るという

考え方で、Deduction、演繹である。もう一

つは、「知」を作るという考え方で、新しいパ

ラダイムができるのでP と書いておく。これ

を英語ではAbductionと言う。適切な日本語

がないので、とりあえずここでは「創発」と

呼んでおく。Soil は土壌であり、今は土壌の

下に隠れている。この下に隠れていて、上の

マーケットから見えないところがいろいろな

悲劇をもたらし、様々な方法論をもたらすと

いう点において、ここを土壌、つまり植物の

根が生えるところと書いておくと非常にわか

りやすい。江崎玲於奈氏はこれを「夜のサイ

エンス＝night science」と呼んでいる。 

一般に、この既存技術から出発して、恐ら

く9割の会社の方はとにかく付加価値を作る

ことを考えると思う。Soil から上は価値づけ

られた世界で、下の土壌の世界は価値のない

世界である。したがって、すでに価値づけら

れているので、その価値にもっと価値を付加

しようとして、懸命に演繹の方向へ行く。こ

れを「パラダイム持続型イノベーション」と

呼んでおく。 

しかし、これを日々続けていると、いずれ

は行き詰まる。半導体が良い例で、2020年に

ムーアの法則の終焉がくると、行き詰まって

しまう。 

行き詰ったらどうすればよいかというと、

答えは簡単で、Deductionの反対のInduction

をすればよい。ある特殊なものから一般化し

てサイエンスの地平に下りるということであ

る。下りるとAbductionができるので、新し

いパラダイムを作って、全く違うパラダイム

に立脚したイノベーションに繋がるというこ

とである。これを「パラダイム破壊型イノベ

ーション」と呼んでおく。大事な点は、A か

らP へ直接行く道はないので、必ず一旦は土

壌へ潜らなければならないということである。 

そこで、様々な会社は悲劇を起こす。この

15 年ないし 20 年ほど、日本はずっと GDP

を落とし、研究能力を落としてきた。それは

研究所を潰したからである。研究所を潰して

土壌がなくなってしまったから、次へ行けな

くなったのである。 
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●Breakthrough Type1 

さて、そういう考え方に基づいて、ASPA*

という経路を辿ってブレイクスルーを起こす

起こし方を「ブレイクスルーのタイプ 1」と

呼んでおく。

 

ここは非常に大事で、創発する人、「研究を

したい」という人は、自分の人生のゴールと

して研究をしたいわけである。しかし、会社

はこの人に「開発をやれ」と命じるので悲劇

が起こる。一方、「開発をしたい」「価値を作

りたい」という人たちもいる。そこで、それ

ぞれの違いを認め、それぞれのゴールの違い

を認めて、「貴方のやりたいことはわかるので

協力しよう」という感覚を「共鳴場」と呼ん

でおく。 

基本的に会社はこの「共鳴場」の経営をす

るものであり、技術経営の一番の肝は「共鳴

場」を経営するということである。 

 

＜Bandgap and atomic distance for  

semicond＞ 

このケースタディで、インジウムガリウム

ナイトライドの青色発光ダイオードを考える

ケースが一番簡単なので、簡単に紹介したい。 

これはバンドエンジニアリングの図で、縦

軸がバンドギャップ、横軸が原子間距離であ

る。このように描くと、ウルツァイト構造も

ジンクブレンド構造も一度で載せられる。 

例えば、青い光を出したい場合、光点が 2

ヶ所あるが、セレン化亜鉛とインジウムが

10%程度入ったガリウムナイトライトから伸

びてきた分岐でインジウムガリウムナイトラ

イトという物質である。どちらを選ぶかとい

う時に、ほとんどの企業の方はセレン化亜鉛

を選んだ。それは格子整合条件を満たす基盤

が存在したからである。これは（下地が）ガ

リウムヒ素で、ガリウムヒ素とジンクセレナ

イドは格子乗数、原子間距離がほぼ同じであ

る。つまり、格子結晶成長はレゴの上にレゴ

を積む作業なので、ガリウムヒ素という下地

のレゴの上にセレン化亜鉛なら自動的に乗せ

られるわけである。これが格子整合を満たさ

なければならないという、パラダイム持続的

な技術であり、結晶成長学のパラダイムであ

る。

 

多分、皆様の中にも経験された方がいると

思うが、石英管の中にガリウムヒ素をポリッ

シュして入れて、セレンを含むガスと亜鉛を

含むガスを入れるとセレン化亜鉛は自動的に

できて、自己組織的に成長する。これは自然

の摂理である。 

一方、インジウムガリウムナイトライトと

いう物質は、どこにも格子整合するような基

盤が存在しない。したがって、これを選ぶと

いうことは、パラダイムに反するということ

である。これがパラダイム破壊型のイノベー

ションである。敢えてシリコンカーバイドを

使う人もいたし、当初はサファイアを使った。

サファイアは格子乗数、原子間距離が 60%程

度違うし、原子構造も違うので、本来はこう
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いうことはしてはいけない。それに挑戦した

人たちが、ご存知の通り赤崎先生や天野先生

である。 

つまり、このイノベーションダイアグラム

の中に描き込むと以下の図のようになる。

 

まず、既存技術から出発して、普通はパラ

ダイム持続型で進めようとする。そうなると、

セレン化亜鉛を作ろうとするが、これはパラ

ダイムを満たしている。したがって、企業は

企画書にはこれしか書けない。窒化ガリウム

を研究しようものなら、「勉強し直してこい」

「教科書を読みなおしてこい」と言われた。 

一方、パラダイムを破壊したいと思う人た

ちもいる。科学とはパラダイムを破壊する行

為であり、それに様々な研究者が取り組むが、

パラダイム破壊は 1989 年までに終わる。そ

の後、中村修二氏がこの世界に下りてきて、

すべてをキャッチアップしていく。この図の

横軸はあくまでこの世に無いものを在らしめ

る軸であり、縦軸はこの世にあるものを在ら

しめる軸だが、できたものを改良するので重

みが違う。それで、最終的にこういうイノベ

ーションが成立したという書き方になってい

るが、これがパラダイム破壊型イノベーショ

ンである。 

 

●Breakthrough Type 2 

次にブレイクスルーのタイプ2を紹介しよ

うと思う。 

日立と ARM の例を出したいが、皆さんの

携帯電話の98%はARMアーキテクチャだが、

この会社はたった 12 人から始めたベンチャ

ー企業である。先程の日亜化学もベンチャー

企業だったが、ベンチャー企業は勝ちやすい

のである。ARMのような12人だけの企業が、

ケンブリッジの会社や、日立のような大企業

に勝ってしまったという例である。 

プロセスの赤い部分がRISCで、青い部分

がCISCである。  

この中で、ARM はAcorn という会社から

出て 1990年に創業しているが、ARM の今の

本社の写真からわかるように、今でも 700人

の企業である。たった 700人の企業で世界を

征服してしまったのである。

 

何故このようなことが起こったのかという

と、91年に何かが起きたのである。一言でい

うと、日立は演繹をしてしまい、ARM は回

遊をしたと言ってよいと思う。 

論理設計は、この世界ではすべて演繹の世

界の話なので、ここの世界のサブ空間を描い

ておく。サブ空間は正真正銘の演繹の軸に対

して、もう一本Transilienceという軸がある。

これは違う評価軸に飛ぶという意味の社会学

用語であり、アーノルド・リッチモンドとい

う社会学者が作った造語だが、私は日本語で

「回遊」と訳している。自分の意思を持って、

違う評価軸に飛ぶという感じである。 

それで、32bit のRISCという 一つの技術

が与えられた時に、日立は大変優秀で、大変

人材豊富な会社だったが、大変単調な会社だ
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ったので、当然 32bit の RISC が持つ長所を

活かそうと考えた。つまり 32bit のアドレス

空間があるので、高速で高機能なものを作っ

て、インテルと勝負をしようとしたのである。

 

一方、ARM はキャベンディッシュ研究所

を出た 12 人の物理学者達がつくったアマチ

ュア集団だったので、まさかインテルと勝負

をするなんて無理と考えて、消費電力を減ら

すことを考えた。これはコンピュータサイエ

ンスにとっては邪道である。クロックが来て

演算した後にスタティック動作に戻すなど、

とんでもない話である。しかし、そういうと

ころにフォーカスし、セルフォンにフォーカ

スしたわけである。 

その結果、演繹という作業は情報を次々に

捨てていくので、間に技術バリアーができる。

それで、日立は 2002 年に自分たちが違う山

を登っていたことに気付いたが、様々なヒュ

ーマンリソースやスキルセット、技術の構造

を全部これまでの研究の方向にチューンして

育っていたので、そのままセルフォンの方に

は渡れない。一旦戻るしか仕方がなかったの

で、とてもこんなオリンピックゲームには間

に合わない状況となってしまった。そこで日

立は、アーキテクチャは ARM を使っている

らしいという噂である。これを、ブレイクス

ルー・タイプ 2 と呼んでおく。 

 

 

 

●Breakthrough Type 3 

＜ Innovation diagram: iPS cells＞ 

最後に、ブレイクスルーのタイプ 3を説明

するが、iPS 細胞が典型的なブレイクスルー

のタイプ 3である。言わば、経験的な応用生

物学としての医学があり、そこから派生して

いる。 

ご承知の通り、1953 年にワトソンとクリッ

クがDNA の分子構造を発見して、新しいパ

ラダイムが生まれた。これは言わばモレキュ

ラフィジックス、モレキュラバイオロジーで

ある。このパラダイムから出発し、遺伝子工

学やバイオ・インフォマティックスが生まれ、

2000 年にバイオ・インフォマティックスが技

術として確立する。

 

一方、伝統的な生物学の世界では発生学は

このままである。山中氏と一緒にノーベル賞

を受賞したガードン氏は遺伝子工学とは全く

無縁の人で、発生学の下にカエルの卵でリプ

ログラミングができることを発見する。その

後、エヴァンズが ES 細胞を見つけるが、こ

れも発生学の延長である。遺伝子工学を全く

使っていない。 

山中氏はいわば ES 細胞を、エンブリオを

使 わ ず 、 胎 盤 を 使 わ ず に こ こ か ら

(Bio-informatics)出発している。そこが面白

いところである。発生学の人たちは一生懸命

に分化の研究をしていて、尐しもそれに目を

向けなかったが、山中氏はたった一人そこか

ら出発して、ここ(Yamanaka:Reprogram 
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cells by ESTdatabase)に下りてきている。そ

して iPS細胞を完成させ、ヒューマン iPS細

胞ができ、後はCiRAができるという話があ

る。 

ここで大事なのは、二つのブランチは分野

が違い、次元が違うということである。そこ

で、これを 3次元で描いておく。 

 

＜3次元で見るBreakthroughのタイプ＞ 

下図がブレイクスルー・タイプ 3 である。

3 次元で描くとわかりやすい。ここでは、ロ

ードマップをタイプ 0と呼んでおく。これは

既存の技術を結合させるので、いわばインク

リメンタルなイノベーションである。 

そうではなくて、ガリウムナイトライトの

ブルーLEDのように一旦土壌の下に下りて、

新しいパラダイムを見つける、パラダイム破

壊型技術が生まれるものをタイプ 1 と呼ぶ。

 

それから、ARM の例は、ここから

Transilience の方に飛び、全く別の評価軸で

製品を作るので、これをタイプ 2と呼ぶ。 

最後に、山中氏の例はタイプ 3 だが、P2

にいきなり飛ぶ。違う分野でパラダイム破壊

型のイノベーションを作るという方法である。 

こうした3つのタイプに分類できるという

ことである。 

 

●Conclusion 

結論としては、我々はタイプ 0を行いがち

だが、タイプ 0 は必ず行き止まりになる。行

き詰ったら、どうすればよいかというと、イ

ンダクションプロセスによって土壌に下りる

しかない。土壌の下に下りて初めて、創発と

いう行為ができて、新しいパラダイムが見つ

かる。これをブレイクスルー・タイプ 1と呼

んでおく。 

このタイプ 1を実現させるためには「共鳴

場」の考え方が大事であり、会社の中の「共

鳴場」をいかに経営するかというのが技術経

営の主要な課題だと思う。 

2 番目は、既存技術から演繹によってだけ

では未来は見つからない。未来のビジョンは

Transilience という軸をきちんと意識するこ

とが必要である。特に、aisthesis innovation

軸の存在を意識するということである。ARM

はそれを行ったのである。これをブレイクス

ルーのタイプ 2と呼んでおく。昔、クリス・

テンセン氏が破壊的イノベーションを提唱し

たが、よく考えてみるとこれはタイプ 2に分

類される。 

3番目は、土壌の中においてもTransilience

をする。言わばTransilienceとは分野を越境

するということである。創発の間に分野の越

境をするということである。これをブレイク

スルーのタイプ 3と呼んでおく。

 

いずれにせよ未来は、今存在している土壌

の中からしか生まれない。未来がどこかから

突然現れるということはないので、土壌の中

をいかに観察するか、土壌の中でいかに共鳴

場を作り合うかということが、これからの鍵
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だと思う。 

実際にパウデックはそういうポジショニン

グで育ててきたものである。 

以上で、私の話を終わりたいと思う。 

 

■質疑応答 

関根座長： 完璧にまとめていただいたので、

非常にわかりやすかったと思う。ただ、実際

に研究や開発をしている人たちが、自分が今

どういう状況にいるのかということは、取り

組んでいる時は理解できないかもしれない。

そこで、このような話を聞いた後、これをど

のように活かしていくかということが我々の

課題だと思うが、どう思われるか。 

 

山口： 私は、知らず知らずのうちに皆さん

方は、非常に強力な目利きになっていると思

う。「目利きになる」ということは非常に大事

で、目利きになれるのは実際に研究をした人

だけである。 

しかしながら、どうしても経営者は研究か

ら離れるし、普通は文系の社長の方が多いの

で、研究を知らないと目利き感がない。した

がって、未来を見抜く力を持っているのは皆

さんだけである。 

しかし、研究は面白いので、研究の面白さ

から尐し離れて、未来をどう創ろうかという

感覚をいつも抱いておくことは非常に大事だ

と思う。ARM 社のハーマン・ハウザーは、

キャベンディッシュ研究所を出た物理学者だ

が、いきなり会社を起こした。今はアマデウ

ス・キャピタルのベンチャーキャピタリスト

をしているが、6,000 億円くらいの資産を持

っていると思われる。物理学者がそのように

俯瞰的に世界を見回した時に、「未来はこう

だ」と判断して、あの ARM という会社を設

立したわけであり、その感覚は非常に大事だ

と思う。 

もう一つ、縦軸と横軸への分解である。あ

まり意識せずに「研究開発」と言ってしまう

かもしれないが、研究と開発は人間の頭の中

では全く違う行為である。したがって、自分

は今研究をしているのか、開発をしているの

かということを常に意識しながら取り組むこ

とが大事である。 

 

関根座長： 他にご意見、ご質問はないか。 

今、藤村先生や山口先生は教育の面から、

ある意味では目利きを育てる立場にあると思

う。今の話では、研究をしていなければ制約

されてしまうが、文化系の方でも目利きにな

る手段はあるのか。 

 

山口： だからこそ、そういう大学院を創っ

てみたいと思う。皆さん方は恐らく理系の方

なので問題ない。タイムシェアリングで 40

歳を過ぎたらプロデューサーになってみると

いうのは面白い人生だと思う。 

文系の方は、研究をしたことがないので、

研究をさせてみるのは面白い試みだと思う。 

それで今、そういう大学院をつくってみよ

うと思っていて、文系と理系を一緒に入れて、

研究というのはアブダクションなので、アブ

ダクションさせる。 

つまらない話だが、私は「科学はいかにし

て作られたか」という授業を自分で作り上げ

て、文系の人に相対論を導かせる。あるいは

量子力学に導かせると、面白い現象が起きて、

知恵熱を出し始める。やはり、何かを乗り越

えるという感覚は非常に大事だと思う。 

 

関根座長： 他にご質問はないか。非常に綺

麗にまとまっているので、感心して聞いてい

るばかりだったが、後のパネルの時にもご討

論いただきたいと思う。 
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Conducting industrial R&D in academia: 
Challenges and opportunities 

 

Automobili Lamborghini Laboratory at the University of Washington, USA 

Research Professor and Director,  Paolo Feraboli 

 

関根座長： 前半の最後の講演として、アメリ

カのワシントン大学Automobili Lamborghini 

Laboratoryの研究所長のPaolo Feraboli 先生

に「Conducting industrial R&D in academia: 

Challenges and opportunities」というテーマ

でご講演いただく。 

 

■講演 

最初に今回の参加の依頼を受けた時、私は

プラズマのことなど知らないのに、なぜプラ

ズマの会議に招かれるのか、間違いではない

かと思った。しかし、実際にいろいろと考え

て、今まで私が産学連携について考えてきた

ことをまとめてみた。後程のパネルディスカ

ッションでは、これについて議論が行われる

と思う。 

 

●産と学の違い 

さて、本日、私が提起したい問題点の一つ

は、「産業とは何なのか、産業界とは何なのか」

ということである。

 

私が働いているランボルギーニ社は、大変

面白い会社で、面白い製品をつくっている。

イタリアの有名な会社だが、今でもトラクタ

ーをつくっている。それがやがて、スーパー

カーになっていったわけである。 

要は、多くの産業はそのようにして生まれ

てきたということである。トヨタもそうでは

ないだろうか。つまり、一人の起業家精神を

持った人の考え方を追求した結果、会社がで

きて、そのニーズを特定し、ソリューション

を提供し、そして、儲けてきたということで

ある。 

それが大学とどのような関係を持つかとい

うことは非常に複雑である。簡単なものでは

ない。基本的に、産業界にとってリサーチと

は、製品を良くする、より多く売るための単

なるツールに過ぎない。時には、そのゴール

は、他の方法でも、例えば、マーケティング

に力を入れることによっても達成できる。し

たがって、産業界にとってリサーチはツール

以上のものではないし、まして、目的ではな

い。 

しかし、大学にとってリサーチは目標であ

る。大学はリサーチをするためにあり、逆に、

産業界の方がツールである。つまり、大学が

リサーチをするために企業をツールとして、

“財布”として使っているわけである。もち

ろん、他にも政府の助成やいろいろなツール

がある。要するに、両方ともリサーチと言い

ながら、実は違いがあるということである。

産業界ではリサーチはツールだが、大学では

目的であり、その意味は違うのである。 

そこで重要なことは、企業が学会、大学と

連携することは簡単ではないし、あるいはど

うしても連携しなければならないわけでもな
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い。それは結婚と同じである。どうしても結

婚しなければならないわけではないし、結婚

が上手くいくとは限らない。ガールフレンド

と同じで、上手くいかなければ次のガールフ

レンドを見つけるだけである。したがって、

連携も上手くできればよいが、上手くいかな

ければ相手を変えればよいということである。 

 

●産と学の間で 

私のバックグラウンドを紹介すると、私は

イタリアのランボルギーニで働いており、

PhD（博士号）を機械工学で取った。そして、

大学で働くようになったのは、ボーイングと

連邦航空局(FAA)が Center of Excellenceを

つくって、任せる人間を求めていたのが始ま

りである。結局、私がその任に就くことにな

り、そこにランボルギーニが来てボーイング

と FAA と話し合ったわけである。したがっ

て、私は生粋の学術系の人間ではない。 

そのため、時々、私は居心地が悪いが、二

つの世界を行ったり来たりしているので、そ

の中で私が気づいたことをお話したいと思う。 

一つ言えることは、産学間のリサーチをす

るために、私は業界を去らなければならなか

ったという事実である。つまり、学会に来な

ければ、産業に必要なリサーチをすることが

できなかったわけである。産業界では毎日が

早く過ぎていく。時間がなくて、考えること

もできないので、尐し考える時間を得るため

にも、産業界を去らなければならなかったわ

けである。 

それから、イノベーションには自由や多様

性が必要である。そういう意味で、大学は、

自転車、サングラス、スノーボード、車等、

いろいろな産業界と接触があり、様々な異業

種との交配がある。ゴルフ業界から出てくる

ものもあれば、車産業から出てくるものもあ

る。そうした多様性も重要である。 

そしてまた、何かをすることができる自由

が重要である。それが大学にとっては重要な

価値であると思う。 

今日の産業界で一つ念頭に置いておく必要

があるのは、統合モデルを目指していかなけ

ればならないということ。OEM は、サプラ

イヤーの仕事をコーディネートし、統合させ

るインテグレーターである。そういった意味

で、大学は、「知識」を提供するサプライヤー

としてこのモデルにはまっていくことが出来

るだろう。そしてそれを受け入れられるので

あれば、大学を産業界全体の組織図の中に統

合することが容易になると考える。 

 

●大学と産業界におけるトレンドの矛盾 

ここで、私の考えをもう一度お話したいと

思う。 

アメリカの大学は大半の資金が政府の助成

金である。空軍、海軍、あるいは国立研究所

等、いろいろなところから持ってくるが、ど

の大学も外部資金の 70～90％は政府資金で

ある。業界からのファンディングの割合は比

較的尐ない。ワシントン大学は 6％しかない

ので、ほとんどないに等しい。他の大学の中

には 30％くらいを産業界から受けていると

ころもあるが、全体の外部資金の中に占める

割合は尐ない。

 

そういう中で、政府の助成金が典型的にど

こに入れられるかというと、トレンディなホ

ットトピックに集中している。そのため、そ

こには波があり、例えば、70年代は制御やロ

ボティクスがたくさん研究され、80年代はコ



37 

 

ンポジットの分野、90年代はナノ・テクノロ

ジー、現在はバイオや分子の分野がホットト

ピックとなっている。政府の助成金はこうし

たところに入ってリサーチを推している。 

そうなると、大学は生き延びるために助成

金が必要なので、ホットトピックの分野の先

生たちを雇うことになる。その結果、その時

に必要な分野の先生の割合が増えるが、その

トピックがホットでなくなると、その分野の

人たちの数も減ることになる。 

一方、研究所から見ると、「知」の継続が難

しくなる。例えば、今日、スチールについて

知りたいことがあって、大学でスチールの話

を聞こうとしても、すでにスチールについて

知識を持っている人は大学にいない。それが、

尐なくともアメリカにおける現状となってい

る。それは、スチールが今や重要ではないと

いうことではなく、リサーチ面でホットトピ

ックではないということである。そのため、

大学に行っても「スチールはもうだめだが、

ナノの話ならできる」とか「バイオの話なら

できる」と言われてしまうのである。 

不幸にして、アメリカのモデルはそうなっ

ているわけであり、例えば、特殊なストーン

ボードに木材を使うので、合板等も含めて木

材のことを知りたいと思っても、それを教え

てくれる人がいない。「ナノ素粒子ならわかる

けれど」と言われてしまうのである。 

一様のこととして我々が考えなければなら

ないのは、こうしたトピックが成熟して商品

化に近い状態になると、政府はそこで関心を

失ってしまうということである。なぜならば、

そのトピックはもうホットではなく、成熟し

てしまったので、また新しいトピックが出て

くるからである。 

しかし、それは、実際に企業がその研究成

果を使えるような状況になった時には、その

ことを知っている人がいなくなってしまうと

いう問題を生んでいる。 

例えば、私の専門分野になるが、80年代は

コンポジットがホットトピックだった。アメ

リカ政府はこれに関心を持ち、空軍、海軍、

そしてNASA も多くの投資を行った。アメリ

カのいくつかの大学において、かなりのリソ

ースをこのような領域に注ぎ込んで、助成金

を受けた。そして、たくさんの教員をこの分

野から出している。

 

しかし、90年代後半になると、コンポジッ

ト、カーボンファイバーの技術に対する投資

はほとんどなくなった。今までのような典型

的なものはなくなってしまったわけである。

ところが、2000年代になると、カーボンファ

イバーがボーイング787等においては主流に

なる。ランボルギーニも同様である。市場で

はカーボンファイバー技術等が非常に重要に

なってきた時に、政府の助成金の対象はすで

にナノ・テクノロジーやバイオ等へ移ってし

まっていたので、その仕事をしたいという産

業界としては、彼らに必要な知識がすでに大

学からなくなってしまっていたという状況に

直面することとなった。これは非常に矛盾し

ているが、そのサイクルが繰り返されている

のである。 

 

●産学連携における問題点 

また、アメリカに典型的に見られるケース

として、政府の助成金がどこに行くかという

ことにも関わるが、工学部は孤立しがちであ

る。つまり、工学部は理学部の一部ではなく、

工学部と理学部は互いに交流がない。 
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しかし、多くの助成金の中で、最も多くの

助成金が工学部に行くのが全米科学財団であ

る。科学という名のつく財団から多くの助成

金を受けており、工学という名のつく財団か

らは助成金がもらえない。プラズマ等、いろ

いろな分野も同じである。したがって、残念

ながら、アメリカでは、尐なくとも助成金に

おいては、工学部は理学部の一部として理解

されている。そして、建築等の工学部系での

助成金も理学部から来ることになる。 

また、理学部では可能ではないショートカ

ットが工学部の場合は可能かもしれないが、

そうした違いは理解されていない。そして、

例えば、医学部、法学部、経営学部、あるい

は建築学部という分野においては、その研究

者、あるいは教授陣はすでに専門家として社

会で成功を収め、実際に仕事をしている。そ

うしたレベルにまで工学部は上げていかなけ

ればならない。学校で教えるけれども、外で

はしっかりと仕事をするという、医学部、法

学部のレベルに工学部を近づけなければなら

ない。そうした上で、産学の間にもっと繋が

りをつけることが必要である。 

そして、もっと本だけではなく、実際の現

場から工学部を見ることのできる人を工学部

の中で育てるべきである。例えば、箸の使い

方がわかって初めて箸を使うことができるよ

うに、何かをするには、その仕方を知らなけ

ればならない。教授陣の中で博士号の獲得者

がいれば、博士課程の学生を教える点でもも

っと上手く教えることができるようになると

思う。また、研究者として、博士号を取得す

る、その方法を示す先人がいなければならな

い。 

したがって、最も大きなチャレンジとして

我々が抱えているのは、産学に共通の言語が

あって、産と学が話のできる基盤がもっとつ

くられなければならないということである。 

伝統的なモデルを見てみると、大学がアイ

デアを掴んで、技術をつくる、ツールを使っ

て単純なものにするが、それを成熟レベルに

引き上げるのは、実は企業、産業である。そ

れは素晴らしいと思う。そして、何か新しい

もの、これまで全く開拓されなかった分野に

おいては、こうしたこれまでの方法は続くと

思う。小さな発見が、実は大きな変化を起こ

し得ることはよくある。例えば、重力の発見

によって、重力を切り口とした商品化も出て

くるかもしれない。それは素晴らしいと思う。 

しかし、その技術が成熟レベルに達すると、

その違いを見出すために必要だった一歩一歩

が非常に複雑になり、お金がかかるようにな

る。つまり、一つ改善するにしても非常に大

きな投資が必要になる。人的投資も設備も機

材も必要である。そして、そのレベルに至る

と、もう学からの貢献はなくなってしまうの

で、そのようなお金はない。つまり、大学は

革新はするけれども、それが成熟レベルに達

すると業界に渡してしまうということである。 

複合材料のケースでは、まだ改革する部分

が残っていると思われる。マトリックスや、

その複合材料についてあるレベルにまで大学

が押し上げて、その残りを業界に任せてしま

うのは、それはそれでよいと思うが、先進化

する複合材料では、例えば、何かのパネルを

つくる等において、これ以上のさらなるブレ

イクスルーが出てこないかもしれない。 

そうすると、今度は関心事が自動化に移り、

複雑な技術を自動的に行うにはどうすればよ

いか、どのような機械が必要なのかというこ

とが問題になる。そして、その機械をつくる

には、例えば、機械工学やソフトウェアや電

子工学等、いろいろな人が必要になり、小さ

なラボではできなくなる。コストもかかるし、

ポーカーゲームと同じで、大学としてはそれ

ほど高い賭け金を注ぎ込むことはできないと

いうレベルになってしまうわけである。 

したがって、まず、理解しなければならな

いのは、どの技術を追求するかによるが、プ

ラズマ、複合材料、コンピュータ等、どのよ
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うな技術にしても投資が関わるわけであり、

技術の成熟度が高くなれば、それは業界に渡

されるということである。そういう状態が今

の産学連携を見るとわかる。 

 

●教育による連携 

次に、「教育」「トレーニング」という切り

口で考えたい。これらは、実際の技術面の問

題に比べればそれほど複雑な問題ではないと

思われるかもしれないが、ここで面白いのは、

実は、そのギャップを埋める手助けができる

のは「教育」だということである。「教育」と

いう切り口で、業界、企業と協力するわけで

ある。

 

そして、そのような共通のベース、言語で

協力していくために、大学にはしなければな

らないことがある。まず、大学と企業が協力

して、何らかの形でのセッションを組むこと

が必要である。何週間か、何ヶ月か、あるい

は6ヶ月くらいの長さのセッションを組んで

教育をする。同じ切り口で、同じ言語で、両

者が協力して教育セッションをつくるという

ことである。そうしなければ、産学の連携は

達成できない。そして、共通の下地で議論す

ることもできないだろう。 

例えば、2 日～6 週間くらい、期間はさて

おいても、企業の方から講師を派遣して大学

で教えてもらう、あるいは逆に、大学が企業

に対して学生を派遣するということが必要で

ある。この両者の関係をきちんと調整して、

夏休みでも冬休みでもよいので、学生が生の

教育を受けられるような機会をつくることは

非常に重要だと思う。 

また、特にアメリカでは、いつも博士課程

の学生に注力が置かれがちである。彼らは成

熟していて、出版もするだろうし、長い間、

研究相手になってくれる。 

現場を見ると、90％の学生が学士号を取得

して社会に出ていくが、博士号を取る人は

1％に過ぎない。しかし、多くの関心がその

1％に注がれている。残りの 99％は社会に出

て企業で働く、そして、彼らこそ実は大学の

パートナーとなるべきである。それにも関わ

らず、その技術に必要な知識、その 99％の知

識の出所にあまりお金が行かない、関心が行

かないというのは良くない状況だと思う。 

多くの場合、企業は博士号を持つ学生では

なく、修士、あるいは学士を持って卒業した

人を雇うので、修士、学士の学生こそ、我々

はパートナーとして見ていかなければならな

い。それを申し上げたかったわけである。 

具体例を紹介したい。 

特にアメリカでは、どのような企業でも、

技術に関係のある企業で最も重要なことは、

3D、CAD、FEA等である。もちろん、パー

スを描くとか、美術的にレンダリングを描く

ことも以前は行われていたが、今はソリッド

モデル等が多用されるようになり、CADの

時代に移っている。3Dが非常に大きな技術

的な要点になっており、どのようなメーカー

でもそれは同じである。 

実は、私の大学ではCADのコースはなく

なってしまい、機械工学の学生でもCADコ

ースを一度も経験していない卒業生がたくさ

んいる。そして、CADを教えている大学で

も、サービスコース、つまり、教えたくない

けれども、教えなければならないコースとい

う位置づけである。カリキュラムにあるから

仕方なく教えるという状況で、スタッフレベ

ルの人や、あまり知識のない人が教えるよう
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な事態になってしまっている。

 

これは、CAD のリサーチをしている教授

陣や研究者が大学にはいないためである。し

たがって、誰も CAD を教えることができな

い。もちろん、教えなければならないので、

教えられる人を外部から連れてくることにな

るが、とにかく外から来てもらって、教えて

もらって、それで終わりにしようという考え

方である。 

しかし、それではダメである。CAD は教

えなければならないから教えるというもので

はなくて、一旦、外に出て企業に勤めると、

企業では非常に重要な技術なのである。CAD

のことを知らずに、博士号を持って社会に出

て、企業に雇われたとしても、全く役に立た

ないスタッフになってしまう。そうなると、

もっと複雑なツールで複雑なデザインをしよ

うとしても、それができない人が社会に排出

されてしまうことになる。 

大学と企業の問題はもっと見つめていかな

ければならない。3D のモデリング、ソフト

ウェア等は非常に重要であり、それに加えて

CAD は企業にとって非常に重要な技術であ

る。それを大学も理解しなければならない。

つまり、大学の外にこそ社会があるというこ

と、そして学生はその社会に出ていかなけれ

ばならないということを大学は理解しなけれ

ばならない。 

 

 

●産学連携の展望 

それでは、今後は何を見ていけばよいかと

いうと、産学の関係がこれまで平等ではなか

ったという事実である。その業界にとって、

大学との関係がこれまで公平な関係であった

かどうかは、私はまだ判断できないが、残念

ながら「そうでもなかった」と言えると思う。

哲学的なことを述べているのではなく、ビジ

ネスの観点から言っても、大学が企業を必要

としているレベルの方が、企業が大学を必要

としているレベルよりも高い。大学にとって

企業は資金源として必要なのである。 

そして、また大学のビジネスモデルを見る

と、企業があって初めて研究のための資金が

獲得できると考えられる。しかし、顧客とサ

ービスを提供する側の関係を産学に当てはめ

て考えると、大学が企業を必要とするならば、

大学もきちんと役割を果たして、企業のニー

ズに応えなければならない。それが一つ重要

である。 

最後に、ランボルギーニの VTR をご覧い

ただきたいと思う。創始者の横顔である。

（VTR） 

レザーを縫って作られているシートがベー

スにあって、今のスーパーカーになっている。

重要なのは、大学が新しいリサーチをするの

は、大学の特権であり、責任である。その責

任を果たしながら、世界をより良い場所にす

ることが大学の役割である。 

つまり、誰かより高い地位につきたいとか、

そういうことではなくて、その責任を果たし

て、そして社会の改善に繋がるような技術を

提供するということである。手縫いの皮の技

術があって、毎日の生活を改善するというこ

とを認識していくことが重要だと思う。何を

開発しようが、何を発明しようが、そうした

基礎の部分は動かない。常に我々と共にある。

本当に地味な、そうした活動からすべてが始

まるということを最後に申し上げたい。 
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■質疑応答 

関根座長： それでは、質問や意見をご発言

いただきたい。 

 

Ｑ（会場）： ドイツから来たが、確かに、

エンジニアリングにおいては、緊密な関係が

大学と企業の間にあるべきだと思う。同じこ

とが建築に関しても言えると思う。 

しかしながら、私としては異議を唱えたい

と思う。先程の話の中で、大学が企業を必要

としていると言われたが、大学は基本的に教

育と地域の仕事をしており、外部的なラボと

して企業のために働いているわけではない。

したがって、それは大学の役割ではないと思

うし、決して、今までもそうではなかったと

思う。 

 

Feraboli： そのとおりだと思うし、それは

間違いない。私は単に、今回の産学連携とい

う点について述べただけである。アカデミア

がどういうものであるかということを定義し

たつもりはない。あるいは、音楽や文学の一

部であると言っているのではなく、今回は技

術に関する産学の連携についてという角度か

ら述べたものである。それに合わせた話をし

ただけであり、あなたが言われることはその

とおりだと思う。 

したがって、すべてのアカデミア、すべて

の産学の関係と思ってもらっては困る。エン

ジニアリングや技術の関係という意味に関し

てもそうである。これは単純に、産学の技術

における連携という角度だけでお話を聞いて

いただければと思う。 

 

Ｑ（会場）： もう尐しはっきり申し上げる

と、先程の話の中で、先生は、その関係の中

でも、ある特定の関係がお金だけであるかの

ような話をされている。尐なくとも私はそう

理解したので異議を感じた。 

実際は、お金はそれほど重要な問題ではな

いと思う。しかし、政府の助成が段々と尐な

くなっているので、大学はますます企業、そ

の他のお金に依存しなければ研究が続けられ

ない状況になっているが、これは健全な動き

だと思っている。今でも、教育は政府の責任

であると思っているし、また、産業界との関

係は決してお金に基づくものであってはなら

ないと思っている。もちろん、お金を使った

以上は、相互の win‐win も重要だと思って

いる。しかし、やはり関係の中心にあるべき

は、双方にとっての「知識」と「知識の獲得」

だと思う。 

 

Feraboli： お話を聞いて、嬉しく思ってい

る。私が最後に述べたことは、もしかすると

申し上げるべきではなかったかもしれない。

しかし、その「知識」の意味を考えると、ア

カデミアの観点からのご指摘は正しいと思う。 

ただ、企業からの観点も考えて、もちろん

お金だけではないけれども、企業にとっては

お金を作ることが非常に大事である。教育は

その外にある。 

最終的に重要なのは、まず、産学の連携を

技術の分野でどのように達成するかという、

その方法を探ることである。そして、両者に

とって益のある関係を作ることが目的である

とすれば、とにかくその関係を作ることが必

要である。 

もちろん、大学は、工学の分野でも、技術

の分野でも、純粋なリサーチを続けるべきだ

と思う。しかし、どこかに企業との関係があ

って、企業を助けることができれば、それが

ベストである。そして、最後に、例えば 600

億円のお金になるような技術が大学からでき

れば、それは非常に素晴らしい。それには、

企業だけの力だけではできない場合もあるの

で、こうした議論すべてをきちんと産学の関

係という枠組みの中に落として、いかに技術

をその中で構築できるかという点に絞るべき

だと思う。純粋な産学の研究だけでは、議論
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は成り立たない。技術を見ていかなければな

らないと思う。 

 

関根座長： 以上、4 件の基調講演をいただ

き、それぞれ非常にユニークな個性あふれる、

表現も含めてバラエティに富んだ講演を拝聴

することができた。 

それでは、休憩を挟んでパネルディスカッ

ションに移りたいと思う。 
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■パネルディスカッション 

名古屋からイノベーションを考える 

～ グローバルイノベーション拠点形成に向けて ～ 

 

座長・モデレーター 

藤村 修三   東京工業大学大学院 イノベーションマネジメント研究科 教授 

パネリスト 

Jo De Boeck    Senior Vice President and CTO, IMEC （ベルギー） 

山口 栄一  同志社大学大学院 総合政策科学研究科 技術・革新的経営研究専攻 教授 

Paolo Feraboli   Research Professor and Director, 

 Automobili Lamborghini Laboratory at the University of Washington （アメリカ） 

金澤 洋平  三菱UFJ モルガンスタンレー証券 副参事 

川口 盛之助  アーサー･D･リトルジャパン アソシエートディレクター 

堀  勝 名古屋大学大学院工学研究科附属プラズマナノ工学研究センター 

      センター長 / 教授 

 

関根座長： それでは、ただ今からパネルディスカッションを始めさせていただきます。 

最初に、パネリストをご紹介します。 

まず、このセッションの座長及びモデレーターをお願いしている藤村修三先生です。 

パネリストは、先程、ご講演いただいたProf. Jo De Boeck、山口栄一先生、Prof. Paolo Feraboli

です。それから、このパネルディスカッションに新たにご参加いただきます、三菱 UFJ モルガ

ンスタンレー証券 副参事の金澤洋平先生、アーサー・D・リトルジャパン アソシエートディレ

クターの川口盛之助先生、最後に、名古屋大学大学院工学研究科附属プラズマナノ工学研究セン

ター センター長の堀勝先生です。よろしくお願いいたします。 

それでは、最初に、新たにパネルディスカッションに加わっていただいた金澤先生、川口先生、

堀先生からショートプレゼンテーションをお願いいたします。 
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■ショートプレゼンテーション 

 

 

アーサー･D･リトルジャパン 

アソシエートディレクター 川口 盛之助 

 

アーサー･D･リトルは、1886 年に MIT で

ベンチャーとして生まれた戦略コンサルティ

ング・ファームだ。まだ銀座に馬車が走って

いた時代からすでにマネジメント・オブ・テ

クノロジーを世界で最初に重要なコンセプト

として捉え、「テクノロジーをマネージすると

は何か」ということを考え続けて 126年の会

社である。 

そういった中での我々の技術感を手短にご

紹介したいと思う。 

 

＜人工物マップに見る市場の動向＞ 

まず、人工物マップをご覧いただきたいが、

これは人間が考え付くモノやサービスが全て

表現されるようになっている。横軸は左端か

ら右にいくほど要素からパーツになり、セッ

ト品を経て、システムになっていくという組

合せの度合を示している。縦軸は、我々の知

恵の出しどころが素材の物性から、寸法や形

状の工夫という機械工学の世界になり、それ

を制御するコンピュータ言語、その上には自

然言語、その上位には言語以前の感性という

ように、知恵や創意工夫のシームレスな階層

構造になっている。

 

 

そうすると、ヒューマンセントリックにな

っていて、たとえば人の足回りには家電など

省力機器があり、その中に入っているバッテ

リーや電解液へと左下に落ちてくる。左下の

要素の列を真上に上がると、回路構造やプロ

グラムになり、法律を超えて感性のメロディ

となる。左上のメロディからそれを右側に向

けてシステム化すると、スーパーマリオのよ

うなゲームになってきて、それはちなみに手

に持つスマホに搭載されている。そして、更

にはハリウッドのコンテンツ配信システムと

なって、結局、右上の最終地では、事業の成

否の結果を問われるウォールストリートの株

価チャートに行き着くことになる。 

右下には複雑に組み上げたハードシステム

が位置する。土木建築物等や新幹線の車体に

なるが、その価値の半分は、正確な運行シス

テムとなるので上へと移動する。さらに上が

るとスマートシティのような都市インフラの

配電システムを超えて、こちらも最後は結局

ウォールストリートへと行き着く。これが、

我々がバリューを生み出す、知恵と創意工夫

のすべてである。 

中心あたりの、モバイルや掃除機、自動車等

とは、日本が富を蓄えてきた産業群だが、こ

こに韓国や中国などのライバルが現れて苦し

くなったというのが日本の状況である。 

中心から四隅に向けて張り出す緑の線は
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「何となくライン」だが、日本に競争力があ

る製品やサービスが世界の競合とぶつかって

立ち止まっている日本の生息領域を表してい

る。ずっと真ん中で過ごせればよいのだが、

住み心地の良かった場所に延々と居座り続け

るわけにも行かない。新興国が参入してくる

登竜門なのだ。戦後、時間とエネルギーをか

けて作り上げてきた日本のブランド、すなわ

ち信頼性や多機能、エココンシャスなどの価

値を使って、外側へとにじみ出さなければ今

後外貨は稼ぎ続けられない、という構造にな

っている。 

 

四つの方角への移住ルートがあるが、結局、

白モノや黒モノと言っていたところから、も

う尐し、左上の感性、ブランドのような方向、

あるいは、部品やファインマテリアルなどの

左下方向、それから、あまり得意ではない右

上方向の情報サービスや、その先にある金融

サービスの方向、そして、右下インフラビジ

ネスの世界等、これら四つの方向に移住して

いかなくてはならない。 

左下は我々の虎の子領域である。問題のボ

ーイング機だが、35%のパーツは日本製とか、

iPhone5も半分以上が日本製のパーツという

ように、左下に行くほどにサイエンスに近く

なるので、我々がここで踏ん張れなければど

こがある？というくらい大事な場所である。 

 

ところが、世の価値の流れは右上に向かっ

ている。この図はエレクトロニクスから IT

サービスに至った情報産業のバリューの変遷

をイノベーターの系譜で見たものだ。100年

ほど前に生まれたショックレーという人がト

ランジスタを作ってノーベル賞を受賞したと

ころから始まる流れである。

この素子発明の価値はインテルのような半導

体メーカーが回収したわけだ。日本が製造業

での世界ブランドを構築したのは、これを積

んだ小型ラジオやウォークマンである。実装

技術の量産性、品質維持が難しいという世界

で才能を発揮し稼いだわけである。 

このウォークマンをことごとく打ち破った

のが、繋がる世界での iTunes 等、i-の付く代

物だった。今やそれは繋がるだけではなくブ

ロードバンドでシェアになっている。ザッカ

ーバーグが「いいね！」ボタンという機能を

提供しただけで、瞬く間に何十兆円という資

産を稼ぎ出した。これが無情にも移り変わる

技術のライフサイクルである。 

つまり、ノーベル物理学賞を受賞するよう

な、新しい現象の発見が利益に直結するとい

うシンプルな世界から、どのようにそれを作

るかという、How to make、そして、グーグ

ルのようにHow to operate で戦う世界が到

来した。沢山の数のサーバーを並列処理で同

時に回しているので裏方には大変な運用技術

が必要だ。ただ、ここで使ったページランク

技術とは元をたどるとラリー・ペイジの修士

論文に過ぎなかった。起業するのに技術力は

鍵ではあったが、ノーベル賞的なものではな
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かった。更に右上に上がったフェースブック

の価値のポイントは「いいね！」ボタンとい

う人の心を掴む機能であり、技術力そのもの

で起業したものではない。 

最後に行き着いた右上の世界とは、普通の

大学生レベルで、気の利いたファンクション

を思いつけばよしというような世界だ。価値

と技術の関係性はこのように動いている。 

学問の名前で表現し直すと、左下から時計

回りに自然科学、人文科学、社会科学、工学

となる。もう尐し細かく言うと、化学や物理、

文学や言語学、心理学等がある。それから社

会学、政治・経済、それからメカトロなどの

工学がある。

 

そこで世界各国の分野別の学問のレベルを

比較するために、大学のトップ・ユニバーシ

ティ・ランキングで見てみる。世界のグロー

バルな学生市場において、一番良質の学生を

集められるかどうかはこのランキングにかか

っている。ここでは、1~3 位を大きく赤く、

下位になるとだんだん小さく寒色になってい

く。 

 

＜日本の位置づけと周辺諸国の関係＞ 

日本の成績表である。経営学の MBA など

を代表とする右上の社会科学領域は苦手で、

この辺りにドラッカーやマイケル・ポーター

のような世界に知られるブランド先生はいな

い。自然科学系ではノーベル賞でも各分野で

賞を獲るほどの先生がいっぱいいるが、経済

学賞はいまだゼロだ。強かった工学分野も実

は、台頭する新興国にすら务り始めており、

世界の優秀な学生様たちを惹きつける魅力は

もはや薄れ始めている。 

 

何かと脅威の韓国は、我が国の形と非常に

よく似ている。個々の学問の順位は尐しずつ

日本よりは落ちていて、みな円のサイズが小

さくなるが、ここはそもそも日本をベンチマ

ークして伸びてきた国なので、そのまま相似

形をしているわけである。横に並べてみると

縮小コピーのようである。台湾もしかりで、

さらに全体的に小さくなるが、大体の傾向は

同じであり、まさに 3兄弟である。兄貴分は

いないかというと、ドイツが該当する。ドイ

ツも比べてみると日本と同じようなところが

苦手で、ビジネスモデルで簡単に稼ぐよりは、

じっくり自然科学をする方であり、ものづく

り 4兄弟はこういう相似構造になっている。 

同じ東アジアのエマージングでも香港は逆

の形になっている。面倒な基礎材料科学から

着手するなどと考えない。いきなり右上の経

営学等で稼ごうというわけだ。これが金融大

国を目指す流れである。シンガポールも同じ

なので、これらは姉妹関係である。世界の経

営学分野では、尐なからぬ数のこの両国の有

名校が上位に食い込んでいる。 

すなわち、左下の材料側から尐しずつモノ

づくりに精進する 4兄弟と、いきなり上から

来る商人タイプがあるが、ここはコンプリメ

ンタリーになっているので、手を結べばよい
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という話であり、必ずしも全て自分で調達す

る必要はない。 

他の国を見てみると、ものづくりを地道に

する 4兄弟に対して、同じ極東でも違うモデ

ルの姉妹がおり、次に気になるのはやはりイ

ンドや中国である。インドは、明日お金にな

る情報工学などに注力しており、中国はイン

ドの大型版の様相だ、中国と香港が合体する

と、すでに日本は抜いているかもしれない。

これは世界の学生獲得の市場の話なので、将

来の国の競争力という意味で理解していただ

きたい。 

一方で、日本の先輩諸国はどうなっている

かというと、今後日本も人口が減って国力は

落ち、徐々に枯れていくわけだが、その意味

で先達は欧州諸国である。例えば、スウェー

デンやスイスなどは、今もモノづくりを頑張

っている老練国というイメージがある。日本

と比べると全体的に人数が尐ないので円の大

きさは小さいが、比較的どの分野にも押しな

べてイーブンに張っていることがわかるだろ

う。日本は右上の社会科学領域があまりにも

疎かになっていたというのは、藤本先生のメ

ッセージと同じである。 

それから先は、オランダ、フランス、スペ

インの順に並べることができる。この順に

徐々に右上へと重心が移行し、自然科学や工

学からフェードアウトする。スペインに至っ

ては MBA 以外世界に通用する学部は何も残

っておらず、金融資本主義に枯れ果てて大変

なことになっている。まさに彼の国の現状そ

のものを表している形だ。結果的に、新興の

都市国家シンガポールと同じような形である。

都市国家ならいざ知らず、この形で数千万人

の大国家の豊かさを維持し続けるのは困難で

あろう。 

それぞれの国に歴史的な経緯や文化的な特

性があって、どの形が良い悪いということで

もないのだが、成り行きで日本もここまで来

てしまった以上、いきなり違うタイプになれ

と言われても無理な話であり、するべきでも

ない。ただ、ずっとこのまま流れに身を任せ

て漂流することは危険である。ここではパネ

ルディスカッションということで敢えて結論

を持ってきていないが、まず己を知り、己が

どういう形をしていて、最低限、欠点を取っ

てはならない科目は何なのか、加点ポイント

を取るべきコンピタンス領域はどこなのか自

覚することが重要である。その上で、グロー

バルにオープンソースな時代でもあるので、

弱い部分は素直に認めて外部から先生を取り

入れつつ共創していくべきだ、というのが私

のメッセージである。 

 

藤村： 中身を議論をするよりも、テクニカ

ルな単語の意味でわからなかった点等があれ

ば、ここでご質問を受けたい。中身に関して

は、ディスカッションを踏まえて、皆様にも

議論に参加していただこうと思っている。 

それでは、続いて金澤氏にお願いしたい。 
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三菱UFJモルガンスタンレー証券 

副参事 金澤 洋平 

 

＜自己紹介＞ 

まずは、私が何者かということをお話した

い。私は、元々日立製作所の半導体事業部出

身で、先程、山口先生がSH マイコンのお話

をされたが、まさに私は新人で、SH マイコ

ンが負けていく様を傍で見ていたわけである。 

その後、証券業界に移り、証券アナリスト

としてエレクトロニクスを担当し、金融業界

には 15 年ほどいるという経歴である。今は

三菱UFJモルガンスタンレー証券にいるが、

あと 2ヶ月で会社を辞めて、論評から実戦に

転向する。2000 年代に、日本のベンチャーが

出ては消えていったという失敗体験の轍を踏

まずに、大きくしていこうという決意で、4

月より大学の教授とベンチャー企業を立ち上

げて、CFO に就くという、バックグラウンド

になっている。 

 

＜現在の財政状況とアベノミクス＞

 

私の話は、現実的な話になるが、上のグラ

フはニューヨークのダウジョーンズと日経

225 で、基本的に足元が尐し上がってきてい

る。これはアベノミクスといわれる金融緩和

によるものだが、どちらかというと、将来を

考えたというよりも、単純に円安による各企

業への増益分だけ上がっているようなイメー

ジである。 

よく「日本は財政破綻するのではないか」

という話があるが、一般論として、借金も多

いが、その分だけ資産も多いので、すぐには

破綻しないというのがポイントではないかと

思っている。ただ、今の借金のレベルがこれ

でよいかというと、当然、これは小さくしな

ければならないので、財政改革も必要である。 

そういう中で、アベノミクスについて考え

ると、基本的に経済学の一般的な原理では、

金融には緩和と逼迫しかない。要は、良い時

にこそ金融を逼迫させ、設備投資を抑える感

じで、良い時こそ次の下降を考えて締める。

逆に、悪い時にこそ金融も財政政策も緩和さ

せて、設備投資を見込んだりすることがポイ

ントではないかと考えている。 

そうなると、日本は波があるのかないのか

わからないくらいに低迷しているので、本来

ならもっと早く金融緩和をするべきだったの

ではないかと思われる。

 

今は金融緩和をして、ようやく株が上がり、

円も安くなってきたが、これで終わりではな

い。確かに、金融緩和をしたけれど、産業界

の方にお金が流れていないのが今の実態なの

で、それを改善しなければならない。金融緩

和策には、高低歩合、金利の操作、銀行が貸

し出しやすくする預金準備率操作、資金全体

の供給量の三つの策がある。財政政策は基本

的に増税を決めたり、公共投資を決めたりす

る政策なので、財政政策と金融政策は違う。

金融政策に関しては、ようやく量的緩和を始

めているという状況である。 

基本的に金融はOversupply situationの方
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に持っていくが、これが果たしてきちんと産

業界に回るかどうかが課題である。これが回

らなければ、Speculation になる。投機は駄

目だといってもなくならないので、これを規

制してもあまり意味がない。これがあるとい

う前提で、いかに投機的な資金を Investment

の方に向けて産業を成長させていくかという

ことがポイントではないかと思う。 

したがって、このまま何もせずに単なる金

融緩和だけでは、恐らく一部の株のトレーダ

ーだけが儲かって、産業界にお金が回らない

ことが危惧される。

 

せっかく金融緩和をするので、Investment

の方にどう向けていけばよいか、いかに投資

や R&D にお金を回していくかということが

課題となる。あくまで、金融は技術を補完す

るものであり、イギリスのような国もあるが、

日本は基本的に戦争ですべての海外資産を失

ってしまったので、そういう意味では、日本

の中にある皆さんの個人資産が虎の子になっ

ている。これがあったから、バブル崩壊後も

日本は崩壊せずに済んでいる。ただし、貯蓄

率も段々と減っており、個人資産も減りつつ

あるので、当然これから手を打っていかなけ

れば、これもなくなってしまい、本当に日本

は三流国になってしまう。それがポイントで

はないかと思う。 

 

＜日本に適した金融政策の確立＞ 

では、どうすればよいのか。やはりスター

トアップのベンチャーと大企業とでは質が違

うことを考えなければならない。 

大企業は、平均的に良くなる政策が必要で、

逆にスタートアップのベンチャーは、ある意

味でヒーローを作るという、100 人中 1人の

勝者がいて、あとの 99 人は死んでいくとい

うモデルなので、いかに死に金を有効に使う

かがポイントではないかと思う。 

一般的な大企業に関しては、よく「日本は

法人税が高い」と言われるが、実際は、大企

業でも赤字の企業、特にエレクトロニクスの

会社は税金を払っていない。また、大きく稼

いでいる企業は、タックスヘイブンで租税回

避を使って、できるだけ税金をセーブしてい

る。実際にアップルもアメリカでは恐らく税

金は2割くらいしか払っていないと推測され

るので、法人税だけを変えても意味がない。 

つまり、日本にいかに投資があり、装置を

買いやすくして、インフラを整え、そこでい

かに伸ばしていくかということがポイントに

なる中で、やはり、求められるのは、現実的

に会計制度の変更、柔軟化、雇用問題はかな

り大きいと思う。 

実は 2000 年代前半、私は、日本の半導体

が小さいファブの乱立によって規模の経済が

出ないので、結局、赤字になると言ってきた。

今、実際にその通りになって、私の元いた会

社もリストラを含めて再編の真っただ中にい

るという状況である。 

したがって、企業がいかに設備投資をしや

すくするかということが重要になる。それは、

恐らく日本の企業に限らず、世界の企業が日

本で投資ができるような土壌をつくることが

必要である。 

ここで法人税を下げると、日本は全体に占

める法人税比率が高いので、いくらすぐには

潰れないと言っても、今の借金のレベルをそ

のままにしておくのは危険である。したがっ

て、法人税を下げるのは難しい。 

そこで私は、金融や流通からは 4割以上の

税金を取っても良いのではないかと思ってい
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る。金融の人たちはケイマン等にダミー会社

を作ってタックスヘイブンをかけるので、4

割以上取っても良いと思う。ただ、製造業に

限っては、単に法人税を安くするよりも、設

備投資減税や加速償却、もしくは古い装置を

損金算入させる等、会計制度の柔軟化によっ

て、大きな企業が設備投資をしやすい環境を

つくることも必要である。

 

もう一つは雇用である。企業は良い時も悪

い時もあり、良い時は人が欲しい、悪い時は

人が要らないという形で、屈伸がなかなかで

きない。したがって、日本のアウトソースの

会社が派遣をまとめて、ワーカーの人たちに

対しても、辞める時は一時金を払う等、上手

く落とし所を掴んで、労働の屈伸をする等、

そういうことを行う必要があるのではないか

思う。 

これは全体を救うという意味で、日本が大

企業に投資しやすい環境をつくる、しかも、

それは日本に限らず、例えば、韓国の企業や

台湾の企業が日本で工場を開きたくなるくら

いの魅力的な制度を作っていく必要があるの

ではないかと思う。 

実際に、アメリカもシェールガスが出てき

たお陰で、アメリカの中に製造業を戻そうと

いう動きもあるので、やはり、中間所得者層

を作るという意味では、1次産業、2次産業、

3 次産業のバランスが非常に重要ではないか

と思っている。 

実際に私は4月からスタートアップカンパ

ニーに行くが、そこはリスクマネーである。

最大のポイントは、すぐに出資、エクイティ

を使うことで、確かにエクイティは基本だが、

日本の風土を考えた時に、リージョナルなフ

ィット、アンフィットがある。エクイティの

場合は投資に対するリターンを求めるが、例

えば、大学の教授等は「キャッシュフローを

出せ」「IRRは何%か」「WACCは何%か」と

求められても、すぐには出ない。 

したがって、私はもっと融資を見直すべき

ではないかと思っている。具体的には、例え

ば今、日本では特定金利優遇を使って日に金

利 0.4%という非常に低金利で企業に貸し出

している。要は、日本は長らく、これ以上な

いほどの低金利になっている。そこで、何が

重要かというと、例えば、IP、特許を担保代

わりにできるようなシステム等、日本に合っ

た金融制度を作らなければならないのではな

いかと思う。当然、担保があって、企業が駄

目になった時は担保を貰って、その担保を海

外に売ってもよいし、新たにビジネスをして

もよいという形で、流動性を作らなければな

らないと思っている。 

ここで重要なのは、エデュケーションであ

る。金融緩和をしても、実際にそれを決める

ジャッジマンが文系の金融なので、それが良

い技術かどうかもわからない。わからないか

ら判断しないということになり、リスクマネ

ーがベンチャーや産業界に回らない。したが

って、せっかくこちらで金融緩和をしても、

結局、昔と変わらない金融になってしまうの

である。 

結論として、エンジニアに金融を教えるこ

とと、金融マンにエンジニアリングを教える

ことではどちらが早いかというと、私は前者

だと思っている。つまり、金融機関はもっと

リタイアした方でも含めて、エンジニアを雇

って、目利きを作り、特許や日本が持ってい

る知財をいかに金に変えるかということに取

り組まなければならないと思っている。 

したがって、今、例えば○○革新機構や○
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○ファンド等が作られているが、実際にその

判断をしている人物に技術やストーリーの判

断ができないために、結果的に、むやみに融

資して、焦げ付かせて、マーケットが縮小す

るという悪循環に陥る。ここはやはり日本に

合ったサイクルが必要だということで、エン

ジニアや金融マンの垣根をなくして、もっと

交流をすることが求められる。 

そう言いながら、私もメガバンクの系列の

証券会社にいるので、実際は、かなり時間が

かかりそうだと感じていて、頭が痛いのだが、

やはり変わっていかなければ、一方だけが一

生懸命取り組んでも、両輪はついていかない

と思いう。 

 

＜LED Cost Analysis＞ 

最後に、私が経産省の LED の委員の時に

台湾と韓国で加速度償却によってどれくらい

コストが違うか、分析したものを紹介したい。

 

台湾や韓国は加速的に償却するが、そうす

るとキャッシュアウトしない。当然、利益も

減るが、投資減税があるので、最終的にキャ

ッシュポジションは変わらない、 

そして、当然、早く償却が終わるので、償

却の終わったラインで作る製品はコストが安

く出せる。 

このような革新的なマーケットは、加速度

償却を認め、さらには、それを補完する形で

の損金算入等、会計の柔軟性や労働雇用の柔

軟性をもっと持つ必要があると考えている。 

結論から言うと、目利きをもっと増やして

金融と融合させなければ、リスクマネーがマ

ーケットに出ていかないという状況だという

ことである。 

 

藤村： テクニカルな単語等について、質問

があれば、ご発言願いたい。 

なければ、続いて、堀先生からプレゼンテ

ーションをしていただく。 
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名古屋大学大学院工学研究科附属 

プラズマナノ工学研究センター 

センター長 / 教授  堀 勝 

 

本日は、プラズマを基軸にした国際会議で

あり、その中で素晴らしい産学連携、あるい

はビジネスへのシナリオの議論が続いた。そ

こで最後に、このプラズマの国際会議の責任

者から、プラズマについて皆様方にご質問を

して、私の提案としたい。 

 

＜本プロジェクトの意義＞ 

この知的クラスター創生事業は、5年前に

始まり、今年の 3月で終了する。5年間に国

が県市と共に投資した額は 75億円と伺って

いる。そのような非常に大きな費用をいただ

いて、目指しているのは、環境に優しい機能

材料とデバイスへの世界戦略に対するイノベ

ーションを起こすことである。その中でコア

になっているのが、私が責任を持っているプ

ラズマであり、先進プラズマナノテクノロジ

ーの研究拠点をつくるとことがこのプロジェ

クトの目的であり、それに基づいてこの国際

会議が開催されている。

 

これを始める時に、責任者であるデンソー

の元会長の石丸氏に呼ばれて、「このプロジェ

クトはプラズマを中心に行いたい。君はきち

んとこれをまとめられるか」と言われました。

それで、石丸氏に「何故プラズマなのか」と

お聞きしたところ、「5 年間で 75億円の投資

は企業にとって大した投資ではない。一つの

事業に一つかけるとしたら、これくらいの額

はかけられる。これを企業の事業に出したら、

このプロジェクトが終わる時は多分何も残っ

ていない。何をしなければならないかという

とを、きちんとしたサイエンスを作って、こ

こに人と物と知恵が集まる世界拠点をつくっ

てほしい。プラズマは道具なので、ここにプ

ラズマの拠点ができれば、あらゆる産業から

人がここに集まってくる。それをきちんとや

りたいので、プラズマを基軸に置く」と言わ

れた。 

そこで、この近郊の大学、県、市が一体と

なって、プラズマを中心として産官学連携を

行うのが、このプロジェクトの目的であり、

世界中からここに人が集まって、知恵を出し

合い、世の中のために貢献するために、この

国際会議を開催している。その中で、産学連

携とは何かということをきちんと議論するた

めに、このようなパネルディスカッションを

行っている。それをきちんと理解して、本日

のパネルを進めていただけると非常に嬉しく

思う。 

 

＜試行錯誤からのパラダイムシフト＞ 

これまで、プラズマはツールとしていろい

ろなデバイスや材料のイノベーションを起こ

してきた。LSIにとって、プラズマとリソグ

ラフィがなければ微細加工技術はできなかっ

たし、携帯電話、コンピュータは存在しなか

った。非常に大きなイノベーションを起こし

た科学技術であるのは間違いない。そのプラ

ズマは現在、環境の方のイノベーションに使

われている。 

また、プラズマは次の世代に向けて、社会

福祉、あるいは医療、農業、水産業等にも使

えるという、新しい世界潮流が今生まれよう

としている。つまり、プラズマサイエンスを

ツールにすることで、グローバルなイノベー

ションが起きる、非常に重要な科学技術にな
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っている。逆に言えば、プラズマは電気、材

料、光、物理、医療、あらゆる学問を含んだ

学際領域の科学でもある。

 

それで、私は石丸氏から、「科学のところを

きちんとしてほしい」と言われたので、私と

しては自分なりに「プラズマの科学とは何か」

ということを定義した。 

私は名古屋大学で、プラズマでドクターを

いただき、その後、東芝で 6 年間働いたが、

その時に一番困ったのは、プラズマ装置の前

で「何がプラズマの中で起きているか」わか

らないということであり、そのため、ひたす

ら加工、精度等を見て、産業につなげること

を必死に研究してきた。その時に、この中の

現象が目で見て理解できれば、非常に簡単だ

し、もっと良いものが作れるのではないかと

思い、それをいつも考えて、クリーンルーム

の中でプラズマを見てきた。 

そして今では、線幅 22nmという、10nm

の線幅で±1nmで加工する世界が出てきた。

これを試行錯誤的にやろうとすると、膨大な

時間と材料とエネルギーを失ってしまう。ま

た、その時にプラズマを見て「これをきちん

と作りなさい」と言われても、簡単に 試行

錯誤的にこれができるわけでもなく、自分の

青春を何も見えないプラズマを使うことにか

ける気持ちには多分ならなかったと思う。つ

まり、プラズマのマニュファクチャリングに

対して、パラダイムシフトが必要であり、そ

のためのサイエンスにきちんと取り組みたい

ということから、このようなプロジェクトが

始まったわけである。

 

自動車で目的地に行くためにはGPSが付

いていて、ほとんど確実に行くことができる。

プラズマのものづくりもこのようなナビゲー

ションのシステムがあれば、必ず皆さんはき

ちんとしたものを作ることができる。そのた

めのプラズマサイエンスを作ろうということ

である。

 

プラズマのパフォーマンスは、装置のパラ
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メータで表される。「Journal of Vacuum 

Science & Technology」というプラズマサイ

エンステクノロジーで非常に高い雑誌の

99.7%はこのデータである。これを見ても誰

も利用することができないし、自分のプラズ

マ装置がどこにあるかわからない。これはま

だ、サイエンスになっていないというのが、

正直な私の気持ちである。 

では、何をしなければならないかというと、

プラズマは非常に複雑だが、中の粒子がぶつ

かって反応を起こしているわけであるから、

きちんと粒子を基にしてデータを作ることが

できれば、サイエンスの一歩が始まり、多く

の人がこれを作ることができる。つまり、粒

子をきちんとモニタリングする診断の計測装

置ができれば、誰もがこれを作ることができ

るので、この中を簡単に見るようなモニタリ

ング装置をつくって、全世界の人たちがこの

反応をきちんとデータベースで扱えるように

する。そうなると、ピュアサイエンスからシ

ミュレーションで、あらゆるプラズマ現象を

予想することもできるだろうし、そのような

モニタリング装置とデータベースさえあれば

自立的にコントロールできるプラズマ装置が

できて、ものづくりに大きく貢献できるはず

である。そこで、名古屋大学のプラズマセン

ターでは、このような計測装置と自立型製造

装置を完成させた。そしてこれをきちんとま

とめ上げるのが科学だと思っている。 

 

＜Perspective of  Plasma Science,  

Global Innovations＞ 

その時、グローバルイノベーションをどの

ように起こすかを、私なりに考えた。 

基本的に、イノベーションの素は非常に優

れた人の一つのアイデアから生まれるので、

これは各々のレベルの高さ、あるいは経験に

よる。しかし、その人がいる環境にチームを

作って、一緒に考えるような仲間を作ると、

このアイデアは生まれやすくなる。したがっ

て、そのような環境をつくった。 

2 番目に、データベースに当たるプラズマ

科学はワールドワイドに全員でつくらなけれ

ばならないので、この仕組みを作ろうと考え

た。 

3 番目に、それによってプラズマコミュニ

ティのダイナミックスと、プラズマコミュニ

ティの活力を上げる。これが人類に貢献でき

るシナリオだと考えたのである。 

それで、オリジナルな装置から新しい物理

化学現象ができるという私の信念を基に、オ

リジナルの装置をできる限り自分達の手でつ

くって、名古屋大学のわずか 700㎡の二つの

フロアに設置した。現在、計測装置も合わせ

て 90 台の装置が動いている環境をつくり上

げている。 

ここには名古屋大学だけではなく、世界か

ら、あるいは地域の大学の方々や学生が来て、

一緒に一つのチームを作ってテーマを起こす

という仕組みを作っている。そして、それが

名古屋大学だけではなく、周辺の大学、ある

いは海外の人も集めたシナジーによって、強

いては若い人のエデュケーションに繋がると

いう場を作ったつもりである。

 

2番目に、技術のトランスファーについて

は違うところで行うべきだということで、名

古屋市が技術トランスファーの素晴らしいシ

ステムを作ってくれた。今、名古屋大学のプ

ラズマセンターと、名古屋市がつくった技術

トランスファーのシステムが両輪のように動
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いて、社会への還元を行っている。

 

さらに、プラズマサイエンスは世界中の

方々と一緒につくらなければならないので、

この国際会議のプレゼンスもあるが、23の世

界の機関と共同研究契約を結んで、一緒に協

力できる体制を作ってきたつもりである。

 

 

最後に、今後どのような方向に向かうかと

いうことについて、日本のプラズマのコミュ

ニティが集まってロードマップを作り、我々

の行く先を明らかにしたシナリオを作った。

したがって、このような今までの営みをもっ

て、もう尐し具体的に議論をしていただいて、

私に教えていただきたいと思う。 

今、私は、やはりプラズマは山口先生が言

われたような土壌ではないかと考えている。

そして、それを共鳴できるような仕組みと土

壌を今までつくってきたつもりである。 

そこで、今私が考えている大きな課題は、

一つは、今 700㎡のビルがプラズマセンター

にあるが、さらに大きなスペースとビルをつ

くるチャンスを私に与えられた場合、どのよ

うなコンセプト、フィロソフィー、インダス

トリーシステムをこのビルディングに入れた

らよいかということである。スペースは一度

つくってしまうと、簡単に取り壊すことがで

きない重要なボックスであり、ここに知恵を

入れていきたいと考えている。このようなと

ころにアイデアがあれば嬉しく思う。

 

2 番目は、日本に関わる大きな問題だが、

いずれ韓国と中国、あるいはいろいろな国が

関わる問題である。つまり、高齢者の人口が

増え、若い人の人口が減ってくるという問題

に対して、サイエンスはどのようにアプロー

チしたらよいかということである。これが現

在私が悩んでいる課題であり、産学という切

り口でも重要な、具体的なターゲットになる

のではないかと思っている。時間があれば藤

村先生にこの辺りまで回答を導き出していた

だきたいと思う。 
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藤村： では、今課題をいただいたので、尐

し掘り下げた議論をしたいと思う。 
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■パネルディスカッション 

藤村： それでは、パネルディスカッション

を始めたい。 

先程、堀先生からいただいた最初の課題に

対して、全体の議論の時間を残すためにも、

私の方からある程度の答えを述べたいと思う。 

私は以前、今の多くのエレクトロニクスの

基となるトランジスタや、レーザー等も生み

出した実績のあるAT&Tのベル研究所で、な

ぜ 90 年代までノーベル賞級の研究、社会に

役立つような研究が行われたのか、リサーチ

したことがある。そして、そこにいた研究者

たちのインタビューから、空間デザインが大

きな要素を占めていたことがわかった。 

当時のベル研究所には世界のトップレベル

の研究者が集まっていたが、その施設は、真

ん中にレストランと図書館があり、両翼に建

物があった。その両翼の建物は直線的で、廊

下の端に立つと向こう側の端まで見通すこと

ができ、人がいる部屋はドアが開いているの

で、どの部屋の専門家がいるか一目瞭然だっ

た。玄関から入って右手がファンダメンタ

ル・サイエンスで、左手がエリア 52 と呼ば

れるアプリケーションの方を研究するところ

だったが、ノーベル賞級の発明は右側のサイ

エンスのエリア 11 と言われるところから生

まれた。そこにいる人たちに話を聞いたわけ

だが、つまり、欲しい時に欲しい知識が身近

に手に入る。誰がどこにいるか、そこに行け

ばすぐにわかるということである。 

これはネットワーク・セオリでいう強いリ

ンクだが、もう一つ、弱いリンクもあって、

左側にアプリケーションの研究者たちがいた

ことも影響している。その人たちとは、レス

トランや図書館で会うことができたので、そ

こでインテンショナリーな、あるいはアクシ

デンタルなミーティングが常々起こっていた

そうである。 

実は、プリンストン大学が同じようにマテ

リアルサイエンスと何かを一つにするような

建物を建てるという話があり、ケミストリー

のジョン・カーバーから「話を聞かせてほし

い」と言われたので、ベル研究所の件を話し

た。すると彼は「良いことを聞いた。我々も

建物を直線にしよう」と言われていたが、そ

の後、プリンストン大学の建物がどうなった

かは確認していない。 

一つは、ここでも多様性という言葉が出て

きたが、簡単にバックグラウンドの違う人た

ちが出会えるような構造が大切であることは

わかっている。 

そういうところで、パネルディスカッショ

ンに入りたいと思うが、先程の金澤氏の話や、

その前の川口氏の話も含めて、社会科学、社

会構造というところで、今の日本のままでは

簡単にシンガポールモデルの方向には行けな

いという見解があったと思う。それが良いこ

となのか、悪いことなのかというと、どちら

かと言えば、身動きが取れないという方向の

話だったので、必ずしも良いわけではない。 

その中で、まず、最初のプラズマから話を

すると、ソイルの部分がプラズマである。ソ

イルから次に新しいところに芽が出ていかな

ければならないわけだが、山口先生の話はそ

ういう現象を示された。そこで、まず、山口

先生に伺いたいが、縦方向に芽が出る必要条

件は何なのか。 

 

＜イノベーションの条件＞ 

山口： 私は敢えて極論として、イノベーシ

ョンとテクノロジーは対峙概念だと述べた。

イノベーションとユニバーシティも対峙概念

で、さらに言うと、大学教授はイノベーショ

ンを起こせないと思っている。それは身分保

障されているからである。イノベーションを

起こせるのは、若者である。 

したがって、産学連携は危うい概念で、大
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企業と大学がコラボレーションして何かを生

み出そうということを 30 年ほど繰り返して

きたが、なかなか成功しない。これは、結局、

スモールビジネスが生まれないからであり、

スモールビジネスが生まれる仕掛けがないか

らである。それならば、逆に、若者たちがそ

こからスモールビジネスをつくって巣立って

いくような仕組みを作ればよいわけである。 

そこで、私は二つだけヒントを出したいが、

先程の堀先生の質問に答えるとすると、まず、

食堂案はそのとおりで、ケンブリッジにある

31 校のカレッジの中でも小さなクレアホー

ル・カレッジのモデルをそこに入れることで

ある。必要であれば、詳しく説明する。 

もう一つは、アメリカには、本当に戦略的

にいろいろなことが考えられた仕組みがあり、

今、バイオビジネスで大変な富を生み出して

いる。インフォメーション・テクノロジーで

も大変な富を生み出しているが、この仕組み

づくりは 1982 年にスタートしている。これ

は、スモール・ビジネス・イノベーション・

リサーチと呼ばれるが、ある種、スター誕生

システムを作り上げて、若者たちからスター

を誕生させる。それで多段階システムが課題

を与えて、スター誕生システムでスターにな

った若者に 1億円を渡す。これは敢えてアワ

ードと呼んで、政府が毎年 2,000人に渡し続

けているもので、毎年 2,000 億円ずつ 30 年

続けているが、その結果、数十兆円の富が生

まれている。 

具体的には、それだけのM&Aで企業価値

を生んで数十兆円になっているので、数百万

人以上の雇用を生み出している。したがって、

そのような思い切ったシステムを作り上げる

ことが必要だと思う。 

縦に成長するのは、大企業に頼らず、スモ

ールビジネスに特化して、若者たちがスモー

ルビジネスを生むようなシステムを作ってし

まうことがドラスティックである。 

 

＜産学連携における企業規模の影響＞ 

藤村： Feraboli氏の先程の話は、山口先生

とは尐し異なるように思う。山口先生は、大

企業に産学連携は無理ではないかと言われて

おり、Feraboli氏が示されたランボルギーニ

社は、伝統的な会社で、大企業なのか、スモ

ールビジネスかわかり難いところがあるが、

企業のサイズに依存するのではないかという

話だった。現在の産学連携という立場からご

意見はないか。 

 

Feraboli： 会社のサイズが関係するかどう

かというのは、非常に面白い問題だと思う。

私の経験を紹介すると、会社のサイズは大き

な影響力を与えると思う。しかし、それより

も、その会社の R&D 部門がどのくらいのサ

イズなのかということの方が、会社全体の大

きさよりも重要だと思っている。例えば、社

員が 1万人いたとして、その 95％が製造に携

わるような会社の場合はあまり意味がないと

思う。その中で R&D がどのくらいの大きさ

を持っているかという方が重要であり、それ

が実際に、産学の関係を考えた時に影響を与

えると思う。R&D の小さな会社と大きな

R&D を持っている会社では、大学との関係

が違ってくると思う。 

このようなことを考える時に、一つの形で

すべてが上手くいくと考えてはならない。産

学連携を考える時は、サイズの影響もあるの

で、すべて同じ形では考えられないと思う。 

 

＜産学の間に位置する IMECの役割＞ 

藤村： De Boeck氏の IMECは、ルーヴェ

ン・カトリック大学と産業界を繋ぐ、ある意

味では大学と産業界の間に位置していている

ので、むしろ IMECが大企業を上手く使って

いる 

ように思う。 

それと同時に、一方で、Overstraeten 氏が

IMEC を設立した時は、ベンチャービジネス
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を育成するという目的もあったと思う。そう

いう点からすると、今の IMECは大学と大企

業を結び付けるという立場と、ベンチャーを

生み出すという、産学連携で求められていた

要素を実現するために、大学と産業界の間に

位置する組織として、非常に効率良く働いて

いる。その点から、今の産学連携に対して、

どうすればよいかというご意見はないか。 

 

De Boeck： 大学と産業の関係について、

IMEC について述べると、例えば、PhDの学

生や若い研究者たちが大学から入って来る。

近くの大学が多いが、そういう人たちを産業

のロードマップの上に記して、教授たちも巻

き込んで、産業が必要としているものをその

人たちが研究するように巻き込んでいく。 

もちろん、研究の自由はあるし、どのよう

な研究をするかはその人の権利でもある。し

かし、大学はそのような研究活動を通じて社

会に役立つサプライズをつくる力も持ってい

るし、また、それは役目でもある。 

学生は私たちのところで産業界の人たちと

隣り合って一緒に働き、産業界の動きを知り、

そして、そちらに役立つような研究をする。

特に中小企業と学生の関係については、我々

のKPIの一つは、どれだけ多くのスタートア

ップカンパニーを生み出しているかというこ

とを評価の指標としている。 

もちろん、これは投資が潤沢にない時は難

しいが、中心的な技術志向の会社については、

常に内部で企業をインキュベートしなければ

ならないと思っているので、最初の商品、あ

るいはプロダクトラインが商品化、実用化さ

れる時には、まずスピンオフで小さなジョイ

ントベンチャーを立ち上げる。そして、段々

と軌道に乗ってきたら独立する。多くの大学

がスピンオフの会社をつくっているし、PhD

のトピックでカンパニーを立ち上げる人たち

も多い。 

しかしながら、その多くが市場の情勢によ

って消えてしまう。そこで、将来の CEO を

この中から育てていくこと、そして、内部で

長く投資を続け、IMECの中で会社を育てて

から社会に出すという活動は非常に重要だと

思っている。 

また、企業は互いに普段からあまり連携し

ていないが、例えば、会社の中でよく見かけ

る名刺の交換も、関係を作りたいという一つ

の行動である。そこで、IMECは IMECの中

で企業が異なる企業の人たちと会う場をつく

り、アントレプレナータイプの場をつくり出

しているので、中小企業の人たちも、IMEC

という大きな枠の中で、小さなジョイントベ

ンチャーをつくるような形でアントレプレナ

ーシップを養うことができる。このように

IMECは内部のイノベーションを育てるとい

う役割を担っている。 

また、スタートアップカンパニーが、最初

のプロダクトに続いて次のプロダクトをどの

ように市場に上手く出すか、上手く競争して

いくかということが、スタートアップカンパ

ニーが続いていくためには非常に重要になる。

それも IMEC の一つの使命だと思っている。 

 

＜資金の問題について＞ 

藤村： 大企業と大学が連携するという話と、

スタートアップを生み出すという話の中に、

資金をどう調達するかという大きな問題があ

ることが明らかになったと思う。そのために、

中間機関としての IMEC はそういうところ

を調整している。 

金澤氏は自ら資金を調達する、あるいはイ

ンベストする機関にお勤めだったが、今度は

まさに大学の方と一緒にスタートアップカン

パニーをつくろうとされている。今のお話を

聞かれてどう思われただろうか。IMEC的な

中間機関があって、大企業あるいは大学で、

アントレプレナーに向くような技術が周りに

成熟していて、その中でスタートアップする

という環境が日本にはあるのか。どのような
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見方をされているのか。 

 

金澤： 大企業とスタートアップ企業は方針

が全く違う。スタートアップ企業が欲しいの

は目先の資金であり、そこが回らなければ次

に行けないので、リスクマネーは非常に重要

である。一方、大企業に関しては、日本に投

資する制度がなければ次々に海外に工場が流

出してしまう。 

もしかすると、この発言は怒られるかもし

れないが、恐らくアベノミクスで各都市、各

大学にかなりの資金がばら撒かれる予定があ

り、これによって、各大学、各地域が新しい

ビルをつくるのではないかと思われる。実は、

日本には企業が工場を閉鎖して海外に移転し

た跡地がたくさんある。その有効活用として、

例えば、一つの大学でそれを買い取ることが

無理であれば、複数の大学で買い取って、し

かもある程度の優遇を付けると、地域内で建

てることにはならないかもしれないが、良い

装置が安く使えるような知的インフラができ

るかもしれない。そういう施設をいかにつく

るかということが重要ではないかと思う。 

恐らく、このままであれば、各都市、各大

学の周辺に新しいきれいなビルがつくられる

だけという状況に陥るような、そういう可能

性が出てきているのではないかと思う。 

もしかすると、皆さんを敵に回してしまう

かもしれないが、それに関しては、金融機関

ももう尐し考えるべきだと思う。いかに目に

見えないものを資産化するかというのは難し

いけれども、昔、大英帝国が船舶の保険制度

を作ったように、そういうことを日本から始

めてもよいのではないか、いつも海外の真似

をしなくても、日本に合った、お金が付いて

回るような、しかも今の低金利も考えた新し

い仕組みを作ってもよいのではないかと思っ

ている。 

ただし、言うのは簡単だが、実行するのは

相当難しいと思う。 

＜知識の発展における企業と大学の関係＞ 

藤村： スタートアップカンパニーとメジャ

ーカンパニーの大学との関係を整理した上で、

資金の問題があることがわかったが、それ以

外にも、知識移転や何をコラボレートするか

という問題がある。先程、ドイツの方から「大

学はお金だけではない」という話があったが、

それについても話をしたい。 

先程、川口氏はマップを描かれたが、知識

の発展等の点から、あのマップが発展してい

く中での大学と企業の位置関係はどのように

考えればよいと思われるか。 

 

川口： 尐し戻るが、「コンクリートから人

へ」という話の中で、結局、「我々に足りない

のはアントレプレナーシップ」という根性の

話になって、母親的な愛の力で何とか芽生え

ないかというような感じに対して、組織の力

学、人文科学、社会科学は人をどのように統

治していくかという、最後は帝王学のような

話になる。結局、大事なのはルールであり、

さらに言うと評価基準である。 

山口氏が言われたように、身分保障をされ

た人からは何も出てこない。そこで、若い人

たちのモチベーションをどう管理するのかと

いうことで、今のハーバード・ビジネス・レ

ビュー的なものの中で延々と語られ始めてい

るのがモチベーション管理である。それは“飴

と鞭”のようなところに行き着くと思うが、

例えば、ゲーミフィケーション的なもので、

どれくらいの社内評価で自分がバッチを集め

るかという概念が運用ルールの中にあって、

そこに異分野の人とどのくらい会ったかによ

って、「金メダルを何個集めたか」というのが

必要になって、それが結局、査定に繋がる。 

つまり、先程、私が説明した絵の中の法律

のようなシンプルなルールの話になるが、ど

のような箱モノをつくっても、魂が入らない

という部分では、真面目にやる気があるのか

ということになる。 
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段々と根性論になるが、そういう意味では、

IT 等で繋げて、従業員の生産効率をどう上げ

るのかという時に、スレットだけでもダメだ

し、甘やかしてもダメだというところのサイ

エンスが今進んでいる。それを真面目に受け

る学問は経営学で、米国の MBA の先端では

そこに精緻にサイエンスが入っている。そう

いう意味で、プラズマとは離れてしまうが、

産業や学校は関係なく、どのようにして彼ら

のモチベーションを高めるのかというところ

に尽きると思う。 

 

藤村： 確かに、今はその方面が進んでいて、

日本でも細々と取り組んでいるが、認知科学

や大脳生理学と一緒になって、そういうメカ

ニズムを組織的に考えるという学問が起きて

おり、我々のところでも行っている。 

したがって、そういうところが大事だとい

うのはわかっているが、それを踏まえて最初

に戻ると、「根性」や「ジャンプ」や「目利き」

等の言葉で表されるような、最近の話題でい

うとタイプ 3が山中先生である。新しいパラ

ダイムが生まれると皆が元気になって、若い

人たちもそこに群がって、さらに新しいこと

ができる。 

最後に、山口先生が、先程のタイプ 3の山

中先生を含めて、「目利き」と言われたが、「目

利き」の必要条件とは何か。強いて言えば、

それと最初の多様性とはどう関係していると

思われるか。 

 

＜目利きの条件と多様性＞ 

山口： 藤村氏の話の中に出てきたと思うが、

ある事柄に対して、どこまで俯瞰できるかと

いうことである。ある事柄に関して、どれだ

けメタ化できるか、どれだけ遠くから退いて

見られるかということだと思う。 

それは大学で教えなければならないと思う

が、大学で教えているのは、相変わらず、特

定の「○○工学」というのが多い。そうでは

なくて、実は、川口氏が「学問の学問」とい

うものを作られたが、「学問」がどのような関

係性を持っているかというのを見ると、驚く

べきことがわかった。それによると、情報学、

物理学、化学という基礎科学が哲学と大きく

関係しているのである。一方、工学と哲学と

の関係はほとんどない。医学は一つ独特のク

ラスターを形成している。日本では経営学が

経済学としか繋がっていない等、いろいろな

ことがわかる。 

そのような構造体の中で、情報学と哲学が

繋がっているように、私たちも情報学を研究

している人が哲学と共通言語を持つように、

繋いでいかなければならない。それこそプラ

ズマ科学センターをつくった時に、そこには

必ず社会科学者、できればアメリカの社会科

学者を招き入れて、“同じ釜の飯を食う”とい

うシステムをつくって、常に「私たちはなぜ

生きているのか」というようなことを話せる

ような雰囲気が必要である。それが必要条件

だと思う。 

 

藤村： 最後に堀先生にお話いただく前に一

言述べたいが、私がケンブリッジ大学を訪れ

て一番印象深かったのは、実はキングス・カ

レッジのすぐ横にあるケンブリッジ大学のユ

ニバーシティ・ブックショップだった。そこ

は Economy & Business の本棚よりも

Philosophy の本棚の方が大きくて、しかも非

常に面白いタイトルの本がたくさんあった。

日本は「日本の PhD にはフィロソフィーが

ない」と言われた時期があるが、まさに今言

われたようにフィロソフィーが大事である。 

それで、ケンブリッジの Institute for 

Manufacturingには、いくつかの技術の研究

をしているラボラトリーとテクノロジー・マ

ネジメントのラボラトリーが併設されている。

そういうところがさすがだと思う。 

そこで、出生率の問題には至らなかったが、

堀先生は何か参考になると思われただろうか。 
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＜教育の場で研究をする意義について＞ 

堀： 非常に参考になった。我々大学人の一

番のミッションは、学生の教育である。そし

て、皆さん方の話を伺っていると、基本の基

本は研究をすることだと思う。 

では、なぜ研究を教育の場で行っているか

というと、研究は、自分が情熱とルールをき

ちんと守った原理原則に基づいて、使命感を

持って取り組まなければ答えが返ってこない

からである。つまり、誰も答えを知らないテ

ーマに対して、教授と学生が冒険心を持って、

ワクワクしながら挑戦するということは、大

学でしかできないと思う。 

足りないのは、そこに枠があって、哲学や

社会学のところには行かなくてもよいと思っ

ているところである。したがって、目的のた

めには、好奇心と冒険心を掻き立てて、真理

を見つけるために必要ならどこへでも行くと

いう、そういう環境をつくることによって、

イノベーションの一番基になる若者の教育に

繋がるのではないかと、大学人として本日は

リマインドした。 

  

藤村： 最後に、研究は知恵と勇気と冒険の

世界だと、大学の研究者はドラゴンクエスト

のプレイヤーだというお話があった。 

 

■質疑応答 

藤村： 時間が来たが、会場の方からご意見、

ご質問があれば受けたいと思う。 

 

＜起業家精神と起業の環境について＞ 

Ｑ（会場）： 日本は若い人に「ベンチャー

をやれ」と言っても、その風土がないと思う。

例えば、名大に入ったら親は喜ぶが、その息

子が大学院を出た後に小さな会社をつくると

言うと、ほとんどの親は反対する。そこがア

メリカとは違う。私の姪はアメリカ人と結婚

したが、逆にベンチャーをすることを親は喜

ぶ。今は会社をつくって、日本に何度も帰っ

てくるくらいのゆとりがあるようである。 

そういう風土をつくれという話は、私が若

い頃から言われているのにまだできていない。

それがなぜなのかは、それこそ川口氏に研究

してもらわなければならないかもしれないが、

日本はそういうところがある。 

そういう中で、自分が年を取ってわかった

のは、私を呼んでくれた先生から「あなたと

名大との関係はお金であり、金の切れ目が縁

の切れ目」と言われたので、懸命に研究で稼

ぐしかないということだった。 

今、日本を振り返ってみると、凄い勢いで

60歳以降の優秀な人材が溢れているが、その

優秀な人材は生活に困らないだけのお金を持

っているので、することがなくて毎日遊んで

いるのである。 

一方で、ものができるには人材が重要とな

る。そこで、私は会社をつくろうかと思って

いるくらいだが、そうしなければ、好きな研

究ができない。したがって、そこに上手い仕

組みをつくってもらえれば、これから日本は

豊かになるのではないかという気がする。 

私は今、お金を稼いでいるので、年金は減

額されている。そうすると、それだけ若い人

の負担も減るので、良いことだらけのような

気がする。山口先生の理論をいろいろと作っ

ていただけるとよいのではないかという気が

するが、いかがだろうか。 

 

川口： 私はコンサルティングファームとい

う、2 年先まで就職が決まっているような人

気のあるところなので、トップガンのような

人材が来るが、最近、競合に NPO のような

ところが出てきている。ベンチャーを通り越

して、まさか、そういうところに取られてし

まうとは思わなかった。 

しかし、そこに共通しているのは、偏差値

の高い人たちが「社会に貢献していることを

実感したい」というモチベーションを持って

いることである。戦前なら「お国を守るため
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に」等、わかりやすかったが、それが曖昧に

なって、サービス産業等と言われるようにな

る中で、やはり社会人として実感したいとい

う思いは消えていないように思う。 

したがって、アントレプレナーシップは、

そのモチベーション自体が消えているわけで

はなく、貢献をどのような形にするかという

課題があるだけである。あまり悲しいとは思

わずに、火が消えているわけではないと感じ

ている。 

 

山口： 最後に、堀先生が挙げられた尐子化

の問題にお答えすると、私が尐子化問題を 2

年がかりで分析した中でわかったことは、実

は、結婚した女性は、むしろ昔よりも今の方

が子どもをたくさん産んでいるということで

ある。昔は 1.8 人だったが、今は 2.2 人産ん

でいる。つまり、問題は結婚しないというこ

とであり、それが唯一の理由である。 

では、なぜ結婚しないのかというと、これ

も唯一の理由は雇用不安である。特に、男性

が「将来がないから、結婚しても責任が持て

ない」という絶望に陥っている。それが統計

ではっきりと出ている。 

つまり、彼らがきちんとビジネスを起こせ

る環境ができればよいわけである。名古屋の

名物「ひつまぶし」人生で、40 歳で転職し、

60 歳になったら違う仕事をする。それこそ会

社を始める。その時に、政策的に、例えば、

今、箱モノで 600 億円の補正予算が出て、京

大に 100億円来ることになり、慌てて「ビル

を建てなければならない」と言っているが、

そういうことをしないで、JSTがもらう 600

億円を入れると 1,200億円になるので、それ

でSBIRをすればよいのではないか。手を挙

げた人から選び出して、60歳を過ぎていても

構わないので、その人たちにアワードとして

1 億円を渡すわけである。そうすれば、会社

を起こすので、尐なくとも 1,200社が一気に

生まれる。そういう仕組みを考えてみるとよ

いと思う。 

 

藤村： 終了時間となったので、皆さんのご

清聴に感謝して、ここで終了とさせていただ

く。 

 

以 上 

（敬称略） 

 


